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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）最近３中間連結会計期間及び最近２連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移 

 （注）１. 売上高には消費税等は含まれておりません。 

  ２. 第17期中より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月

９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８

号 平成17年12月９日）を適用しております。 

回次 第16期中 第17期中 第18期中 第16期 第17期 

会計期間 

自 平成16年 
12月１日 

至 平成17年 
５月31日 

自 平成17年 
12月１日 

至 平成18年 
５月31日 

自 平成18年 
12月１日 

至 平成19年 
５月31日 

自 平成16年 
12月１日 

至 平成17年 
11月30日 

自 平成17年 
12月１日 

至 平成18年 
11月30日 

売上高 （百万円） 12,094 39,009 58,672 72,743 169,313 

経常利益 （百万円） 4,479 7,156 6,163 8,466 19,100 

中間（当期）純利益 （百万円） 2,206 4,087 4,113 4,546 10,948 

純資産額 （百万円） 12,868 32,167 62,138 27,679 39,106 

総資産額 （百万円） 117,283 223,067 270,435 135,707 195,464 

１株当たり純資産額 （円） 72,053.19 50,456.60 87,262.05 131,490.81 61,439.97 

１株当たり中間（当期）

純利益 
（円） 12,357.65 6,527.01 6,095.32 22,696.84 17,479.12 

潜在株式調整後１株当た

り中間（当期）純利益 
（円） 12,327.55 6,497.01 6,080.68 22,637.36 17,404.15 

自己資本比率 （％） 11.00 14.17 22.58 20.40 19.69 

営業活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（百万円） △47,353 △21,835 △63,555 △53,824 29,243 

投資活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（百万円） △5,985 △27,201 △17,429 △5,694 △35,481 

財務活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（百万円） 52,906 62,981 70,025 63,971 24,410 

現金及び現金同等物の中

間期末（期末）残高 
（百万円） 9,323 27,745 19,900 13,791 31,324 

従業員数 

（ほか、平均臨時雇用者

数） 

（人） 
141 

(－) 

298 

(94) 

510 

(337) 

163 

(33) 

341 

(146) 



(2）提出会社の最近３中間会計期間及び最近２事業年度に係る主要な経営指標等の推移 

 （注）１. 売上高には消費税等は含まれておりません。 

 ２. 第17期中より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月

９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８

号 平成17年12月９日）を適用しております。 

３. 平成16年６月23日開催の取締役会決議により、平成17年１月19日をもって、普通株式１株を２株に分割い

たしました。この結果、当社の発行済株式総数は178,528株となりました。また、第16期中の新株予約権の

行使により発行した株式の総数は72株であります。この結果、第16期中において、当社の発行済株式総数は

178,600株になりました。 

４. 平成17年６月23日開催の取締役会決議により、平成17年７月11日をもって、普通株式29,000株を公募によ

り発行いたしました。また、同取締役会の決議により、平成17年８月10日をもって、普通株式1,000株を第

三者割当増資により発行いたしました。なお、第16期中の新株予約権の行使により発行した普通株式の総数

は240株であります。この結果、第16期において、当社の発行済株式総数は208,768株となりました。 

５. 平成17年６月23日開催の取締役会決議により、平成18年１月20日をもって、普通株式１株を３株に分割い

たしました。また、第17期中の新株予約権の行使により発行した株式の総数は90株であります。この結果、

第17期中において、当社の発行済株式総数は626,394株となりました。 

６． 平成19年1月15日開催の取締役会決議により、平成19年２月１日をもって、普通株式72,000株を公募により

発行いたしました。また、第18期中の新株予約権の行使により発行した株式の総数は1,320株であります。

この結果、第18期中において、当社の発行済株式総数は699,714株となりました。 

回次 第16期中 第17期中 第18期中 第16期 第17期 

決算年月 

自 平成16年 
12月１日 

至 平成17年 
５月31日 

自 平成17年 
12月１日 

至 平成18年 
５月31日 

自 平成18年 
12月１日 

至 平成19年 
５月31日 

自 平成16年 
12月１日 

至 平成17年 
11月30日 

自 平成17年 
12月１日 

至 平成18年 
11月30日 

売上高 （百万円） 4,788 6,572 5,882 9,138 19,697 

経常利益 （百万円） 2,741 4,946 3,138 5,905 13,120 

中間（当期）純利益 （百万円） 1,438 2,938 1,788 3,397 7,796 

資本金 （百万円） 3,784 10,042 19,277 10,041 10,042 

発行済株式総数 （株） 178,600 626,394 699,714 208,768 626,394 

純資産額 （百万円） 10,715 27,990 53,081 25,158 32,870 

総資産額 （百万円） 70,173 147,573 180,588 87,703 132,963 

１株当たり純資産額 （円） 59,996.76 44,685.09 75,834.71 119,503.32 52,471.10 

１株当たり中間（当期）

純利益 
（円） 8,055.90 4,691.33 2,650.28 16,751.42 12,447.71 

潜在株式調整後１株当た

り中間（当期）純利益 
（円） 8,036.28 4,669.77 2,643.92 16,707.52 12,394.32 

１株当たり配当額 （円） － － － 2,100 1,700 

自己資本比率 （％） 15.30 18.97 29.38 28.70 24.72 

従業員数 

（ほか、平均臨時雇用者

数） 

（人） 
92 

(－) 

86 

(28) 

93 

(27) 

89 

(18) 

90 

(26) 



２【事業の内容】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、以下の会社が新たに提出会社の関係会社となっております。 

 （注）１．主な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

  ２．有価証券届出書又は有価証券報告書を提出している会社は、ありません。 

 ３. 議決権の所有割合の（ ）内は、間接所有割合で内数、〔 〕内は、緊密な者又は同意している者の所有割

合で外数となっております。 

 ４．パシフィックスポーツアンドリゾーツ株式会社の子会社であります。 

名称 住所 
資本金 

（百万円） 

主要な事

業の内容 

 議決権の所有割合 関係内容 

直接所有

（％） 

間接所有

（％）  

合計

（％） 

 役員の

兼任 

営業上の取

引 
資金援助 債務保証 

（連結子会社） 

合同会社神戸Ｈ

Ｌホールディン

グ  

（注）３ 

東京都千代田

区 
2 

 不動産投

資事業 
－ [100.0] － －  － 

 当社が匿

名組合出

資  

当社が債

務保証 

 合同会社ヘムロ

ック・デベロッ

プメント  

（注）３ 

東京都千代田

区 
0 

 不動産投

資事業  
－ [100.0] － －  － 

 当社が資

金貸付 
－  

 ピーエスアール

武蔵株式会社 

（注）３，４ 

 東京都千代田

区 
10 

 不動産投

資事業  
－ (100.0) 100.0 1名  － －  －  

 ピーエスアール

君津株式会社 

（注）３,４ 

 千葉県君津市 10 
 不動産投

資事業  
－ (100.0) 100.0 1名   － 

当社の子

会社が資

金貸付  

－ 

 その他５社 －  － － － － － － － － －  

 （持分法適用関

連会社） 

 株式会社生活科

学運営 

東京都新宿

区 
163 

 不動産投

資事業  
49.6 － 49.6 ２名 － －  － 



４【従業員の状況】 

(1）連結会社における状況 

  （注）１. 従業員数は、当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出向者を

含む就業人員であり、臨時雇用者数（契約社員）は、年間の平均人員を（ ）外数で記載しております。 

 ２. 従業員数が前期末に比べ169人増加しておりますが、業務拡大に伴う中途採用の増加及び企業買収による

ものであります。 

(2）提出会社の従業員の状況 

   （注） 従業員数は、当社から社外への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人数であり、臨時雇用者

数（契約社員）は、年間の平均人員を（ ）外数で記載しております。          

(3）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係につきましては円満に推移しております。 

  平成19年５月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人） 

不動産投資ファンド事業 86 ( 18) 

不動産投資コンサルティングサービス事業 31 ( 11) 

不動産投資事業 356 (297) 

管理本部 37 ( 11) 

合計 510 (337) 

  平成19年５月31日現在

従業員数（人） 93  (27) 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1) 業績 

 当中間連結会計期間における我が国経済は、前期に引き続き好調な企業業績を背景に、景気の回復基調を維持し

ました。 

 当社グループ（当社、連結子会社及び持分法適用会社）の属する不動産投資市場におきましては、国内、海外を

問わず多様な資金の流入が続いており、当中間連結会計期間末時点において証券取引所が開設する不動産投資信託

市場（J－REIT市場）に41銘柄が上場する等市場は拡大を続けました。又、賃貸オフィス・レジデンシャル市場に

おいては都心部を中心として賃料の上昇傾向が維持されているものの、優良物件の獲得等については競争の激化が

続いております。 

 このような状況の下、当中間連結会計期間における経営成績は、売上高58,672百万円（前年同期比50.4%増）、経

常利益6,163百万円（前年同期比13.9%減）、中間純利益4,113百万円（前年同期比0.6%増）となりました。 

① 不動産投資ファンド事業 

  不動産投資ファンド事業におきましては、当社グループが出資を行う不動産投資ファンドのクローズに伴う配

当が少なかったものの、プライベートファンドの終了の際、ファンドのリターンが期待リターンを超過したこと

により収受するインセンティブ報酬及び当社グループにて運用している不動産投資ファンドの預り資産残高が拡

大したことによる投資顧問報酬が増加した結果、売上高は6,939百万円（うちセグメント間の内部売上高又は振替

高2,700百万円を含む。前年同期比6.5%増）、売上総利益は6,918百万円（前年同期比6.4%増）となりました。 

② 不動産投資コンサルティングサービス事業 

  不動産投資コンサルティングサービス事業におきましては、当社グループが運用する不動産投資ファンドへの

仲介手数料が増加した結果、売上高は1,907百万円（うちセグメント間の内部売上高又は振替高151百万円を含

む。前年同期比40.7%増）、売上総利益は1,745百万円（前年同期比45.9%増）となりました。 

③ 不動産投資事業 

 不動産投資事業におきましては、当社グループで所有する投資対象不動産のうち一般事業会社への売却は減少し

たものの当社組成ファンドへの売却は増加しました。その結果、売上高は52,677百万円（前年同期比52.4%増）、

売上総利益は7,649百万円（前年同期比1.6%減）となりました。 

(2) キャッシュ・フロー 

当中間連結会計期間における営業活動の結果によって使用した資金は63,555百万円、投資活動の結果によって使用

した資金は17,429百万円及び財務活動の結果により得られた資金は70,025百万円であります。その結果、現金及び

現金同等物は19,900百万円（前年同期比28.3%減）となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間連結会計期間における営業活動の結果によって使用した資金は63,555百万円（前年同期は21,835百万円の

使用）となりました。これは主に税金等調整前中間純利益8,854百万円があったものの、販売用不動産及び仕掛不

動産の増加額がそれぞれ38,780百万円、20,050百万円があったこと及び法人税等の支払額8,470百万円があったこ

とによります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間連結会計期間における投資活動の結果によって使用した資金は17,429百万円（前年同期は27,201百万円の

使用）となりました。これは主にその他の関係会社有価証券の売却・払戻による収入11,905百万円及び有形固定資

産の売却による収入5,870百万円があったものの、子会社株式の取得16,094百万円、その他の関係会社有価証券の

取得13,584百万円及び貸付金の実行による支出4,046百万円があったことによります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

  当中間連結会計期間における財務活動の結果により得られた資金は70,025百万円（前年同期は62,981百万円の獲

得）となりました。これは主に借入金の返済による支出93,442百万円があったものの、借入による収入137,422百

万円、新株の発行18,372百万円及び社債の発行による収入9,950百万円があったことによります。 



（参考）キャッシュ・フロー関連指標の推移  

 （注） １．各指標はいずれも連結ベースの財務数値を用いて、以下の計算式により算出しております。 

２．株式時価総額は自己株式を除く発行株式数をベースに計算しております。 

３．有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち、利子を支払っている全ての負債を対象とし

ております。 

４．営業キャッシュ・フロー及び利払いは、連結キャッシュ・フロー計算書に計上されている「営業活動によ

るキャッシュ・フロー」および「利息の支払額」を用いております。 

  第16期期末 第17期中間 第17期期末 第18期中間 

 自己資本比率（％） 20.4 14.2 19.7 22.6 

 時価ベースの自己資

本比率（％） 
36.9 66.3 92.0 63.6 

 キャッシュ・フロー

対有利子負債比率 
－ － 4.3 － 

 インタレスト・カバ

レッジ・レシオ 
－ － 11.3 － 

自己資本比率: 

時価ベースの自己資本比率: 

キャッシュ・フロー対有利子負債比率: 

インタレスト・カバレッジ・レシオ: 

自己資本／総資産 

株式時価総額／総資産  

有利子負債／営業キャッシュ・フロー  

営業キャッシュ・フロー／利払い  



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当社グループ（当社及び連結子会社）は、不動産の流動化の一形態であります、不動産投資ファンドの組成・運

用事業を中心としたサービス事業の展開を行っており、この実績につきましては「(４）販売実績」と同様であり

ます。 

(2）仕入実績 

 当中間連結会計期間の仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注） 金額には消費税等は含まれておりません。 

(3）受注実績 

 該当事項はありません。 

(4）販売実績 

 当中間連結会計期間の販売実績（セグメント間の内部売上高を消去後）を事業の種類別セグメントごとに示す

と、次のとおりであります。 

① 不動産投資ファンド事業 

 （注） 金額には消費税等は含まれておりません。 

② 不動産投資コンサルティングサービス事業 

 （注） 金額には消費税等は含まれておりません。 

事業の種類別セグメント 
当中間連結会計期間 

（自 平成18年12月１日 
至 平成19年５月31日） 

前年同期比（％） 

不動産投資事業（百万円）  101,488 122.9 

合計（百万円） 101,488 122.9 

区分 
当中間連結会計期間 

（自 平成18年12月１日 
至 平成19年５月31日） 

前年同期比（％） 

ファンド事業（百万円） 4,139 201.9 

ファンド投資事業（百万円） 100 8.7 

合計（百万円） 4,239 132.2 

区分 
当中間連結会計期間 

（自 平成18年12月１日 
至 平成19年５月31日） 

前年同期比（％） 

デューデリジェンス事業（百万円） 116 213.3 

アセットマネジメント事業（百万円） 1,639 139.4 

合計（百万円） 1,755 142.7 



③ 不動産投資事業 

 （注）１．金額には消費税等は含まれておりません。 

２．上記投資不動産販売高のうち、当社グループが組成した不動産投資ファンドに対する不動産販売高は、

32,405百万円であります。 

 主な相手先の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりであります。 

 （注）１．金額には消費税等は含まれておりません。 

２．総販売実績に対する割合が10％未満である相手先についての記載を省略しております。 

３【対処すべき課題】 

 当中間連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課

題はありません。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間連結会計期間において、経営上重要な契約は行われておりません。 

５【研究開発活動】 

 該当事項はありません。 

区分 
当中間連結会計期間 

（自 平成18年12月１日 
至 平成19年５月31日） 

前年同期比（％） 

投資不動産販売高（百万円） 47,230 155.9 

投資不動産賃貸収入（百万円） 3,167 92.9 

ゴルフ事業収入（百万円） 1,709 588.9 

その他収入（百万円） 569 98.6 

合計（百万円） 52,677 152.4 

相手先 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年５月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年12月１日 
至 平成19年５月31日） 

金額(百万円) 割合（％) 金額(百万円) 割合（％) 

合同会社ＲＲＢ１ － － 25,289 43.1 

 セイコー株式会社 － － 7,101 12.1 

 日本コマーシャル投資法人 － － 6,525 11.1 

有限会社アクティブ・インベストメント・シ
ックス  

4,665 12.0 － － 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 (1) 提出会社 

 当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

 (2) 国内子会社 

 当中間連結会計期間において、ピーエスアール武蔵株式会社他３社が提出会社の連結子会社になったことに伴

い、以下の設備が新たに当社グループの主要な設備となっております。 

 （主要な設備の取得） 

 （注）帳簿価額のうち、「その他」は機械装置及び運搬具、工具器具備品等であります。なお、金額には消費税等は含

まれておりません。 

 （主要な設備の売却） 

２【設備の新設、除却等の計画】 

 当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありませ

ん。 

会社名 
事業所名 

（所在地） 

事業の種類別
セグメントの
名称 

設備の内容 

帳簿価額（百万円） 
従業員数 
（人） 建物及び

構築物 
土地 

(面積千㎡)
その他 合計 

 ピーエスアール武蔵株

式会社 

おおむらさきゴルフ倶

楽部他２コース 

(埼玉県比企郡他)  

不動産投資事

業 
ゴルフ場 1,820 

6,987 

(2,938)
103 8,912 65 

 ピーエスアール君津株

式会社 

ジャパンＰＧＡゴルフ

クラブ  

(千葉県君津市)   

不動産投資事

業  
ゴルフ場  505 

929 

(829)
2 1,437 45 

 ピーエスアール市原株

式会社 

加茂ゴルフ倶楽部  

(千葉県市原市)   

不動産投資事

業  
ゴルフ場  167 

1,143 

(689)
56 1,367 12 

 鈴縫観光株式会社 

金砂郷カントリークラ

ブ  

(茨城県常陸太田市)  

不動産投資事

業  
ゴルフ場 81 

512 

(824)
3 597 22 

会社名 
事業所名 

（所在地） 

事業の種類別
セグメントの
名称 

設備の内容 

帳簿価額（百万円） 
従業員数 
（人） 建物及び

構築物 
土地 

(面積千㎡)
その他 合計 

 有限会社パシフィッ

ク・クリエイツ・キャ

ピタル 

パシフィックスクエア

六本木 他1棟（東京都

港区他） 

  

不動産投資事

業 
事務所 450 

943 

(0)
0 1,394 － 

 有限会社パシフィッ

ク・クリエイツ・キャ

ピタル・ツー 

パシフィックスクエア

千石 他3棟（東京都文

京区他） 

  

不動産投資事

業 

マンション・

事務所 
1,714 

1,350 

(1)
－ 3,065 － 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

（注）「提出日現在発行数」には、平成19年８月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行

された株式数は含まれておりません。  

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 1,856,544 

計 1,856,544 

種類 
中間会計期間末現在
発行数（株） 
（平成19年５月31日） 

提出日現在発行数
（株） 

（平成19年８月28日）

上場証券取引所名又は登録証
券業協会名 

内容 

普通株式 699,714 699,846 東京証券取引所 市場第一部 － 

計 699,714 699,846 － － 



(2）【新株予約権等の状況】 

 旧商法第280条ノ20および第280条ノ21の規定に基づくストックオプションの新株発行予定残数等は次のとおりであ

ります。 

 第２回新株予約権（株主総会の特別決議（平成17年２月25日）） 

   
中間会計期間末現在 
（平成19年５月31日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年７月31日） 

新株予約権の数（個） 
 （い） 843 799 

 （ろ） 27 27 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）  － －  

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 
 （い） 2,529                       2,397

 （ろ） 81 81 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 
  （い） 120,667 

同左 
 （ろ） 169,628 

新株予約権の行使期間 
平成19年２月26日から 

平成21年２月25日まで 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する

場合の株式の発行価格及び資本組入額

（円） 

  （い） 
発行価格      120,667 

資本組入額      60,334 
同左 

 （ろ） 
発行価格       169,628 

資本組入額         84,814 
同左 

新株予約権の行使の条件 

①新株予約権の割当を受けた

者（以下「新株予約権者」と

いう。）は、割当てを受けた

日から権利行使時までの間、

継続して当社または当社の子

会社の取締役、監査役または

使用人であることを要する。

但し、任期満了による退任、

定年退職その他当社取締役会

が認めた場合はこの限りでな

い。 

②新株予約権の質入れその他

一切の処分は認めないものと

する。 

③その他の条件については、

株主総会及び取締役会決議に

基づき、当社と新株予約権者

との間で締結する契約に定め

るところによる。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
 新株予約権を譲渡するには、

当社取締役会の承認を要する。
同左 

代用払込みに関する事項   － － 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  －   －  



 （注）１. 新株予約権発行日以降、株式の分割または併合を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整に

より生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

２. 当社が新株予約権発行日以降に時価を下回る価額で新株式を発行する場合（新株予約権の行使により新株

式を発行する場合を除く。）は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切

り上げる。 

 ３. 平成17年６月23日開催の取締役会決議に基づき、平成18年１月20日付で１株を３株とする株式分割を行っ

ております。これらにより「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」及び

「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価額及び資本組入額」が調整されております。

 ４. 当事業年度において、新株予約権者の一部がその新株予約権を行使することができなくなったため、10個

の新株予約権が消滅しております。 

調整後行使金額 ＝ 調整前行使金額 × 
１ 

分割・併合の比率

       
既発行株式数 ＋ 

新規発行株式数 × １株当たり払込金額 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 新株式発行前の株価 

        既発行株式数 ＋ 新規発行株式数 



 第３回新株予約権（株主総会の特別決議（平成18年２月24日）） 

   
中間会計期間末現在 
（平成19年５月31日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年７月31日） 

新株予約権の数（個） 
 （い） 875 865 

 （ろ） 395 345 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）   －   － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 
 （い） 875 865 

 （ろ） 395 345 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 
  （い） 346,553 

同左 
 （ろ） 334,450 

新株予約権の行使期間 
平成20年２月25日から 

平成22年２月24日まで 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する

場合の株式の発行価格及び資本組入額

（円） 

  （い） 
発行価格      346,553 

資本組入額     173,277 
同左 

 （ろ） 
発行価格       334,450 

資本組入額        167,225 
同左 

新株予約権の行使の条件 

①新株予約権の割当を受けた

者（以下「新株予約権者」と

いう。）は、割当てを受けた

日から権利行使時までの間、

継続して当社または当社の子

会社の取締役、監査役または

使用人であることを要する。

但し、任期満了による退任、

定年退職その他当社取締役会

が認めた場合はこの限りでな

い。 

②新株予約権の質入れその他

一切の処分は認めないものと

する。 

③その他の条件については、

株主総会及び取締役会決議に

基づき、当社と新株予約権者

との間で締結する契約に定め

るところによる。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
 新株予約権を譲渡するには、

当社取締役会の承認を要する。 
同左 

代用払込みに関する事項   － － 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  － － 



 （注）１. 新株予約権発行日以降、株式の分割または併合を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整に

より生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

２. 当社が新株予約権発行日以降に当社普通株式につき、時価を下回る価額で新株式を発行又は自己株式の処

分をする場合（新株予約権の行使により新株式を発行又は自己株式の処分する場合を除く。）は、次の算式

により行使価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

３. 当事業年度において、新株予約権者の一部がその新株予約権を行使することができなくなったため、136個

の新株予約権が消滅しております。 

(3）【ライツプランの内容】 

 該当事項はありません。 

調整後行使金額 ＝ 調整前行使金額 × 
１ 

分割・併合の比率

       
既発行株式数 ＋ 

新規発行株式数 × １株当たり払込金額 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 新株式発行前の株価 

        既発行株式数 ＋ 新規発行株式数 



(4）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

 （注）１．平成19年２月１日を払込期日とする公募増資によるものであります。 

   ２．新株予約権の権利行使による増加であります。 

 ３．平成19年６月１日から平成19年７月31日までの間に、新株予約権の行使により、発行済株式総数が132株、

資本金及び資本準備金がそれぞれ15百万円増加しております。 

年月日 
発行済株式総数
増減数（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額（百万
円） 

資本準備金残
高（百万円） 

 平成19年２月１日 

(注）１ 
72,000 698,394 9,207 19,249 9,207 19,104 

 平成18年12月１日～ 

 平成19年５月31日 

（注）２ 

1,320 699,714 27 19,277 27 19,132 



(5）【大株主の状況】 

  平成19年５月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

高塚 優 東京都世田谷区 228,231 32.62 

バンクオブニューヨークジーシーエ

ムクライアントアカウンツイーアイ

エスジー 

 （常任代理人 株式会社三菱東京

ＵＦＪ銀行） 

Peterborough court 133 Fleet St

reet London EC4A 2BB, United Ki

ngdom 

（東京都千代田区丸の内2丁目7番1

号 決済事業部） 

31,767 4.54 

有限会社パシフィック・キャピタ

ル・マネジメント 

東京都千代田区永田町2丁目11番1

号 
30,000 4.29 

日本トラスティ・サービス信託銀行

株式会社（信託口） 
東京都中央区晴海1丁目8番11号 12,887 1.84 

モルガン・スタンレーアンドカンパ

ニーインク 

 （常任代理人 モルガン・スタン

レー証券株式会社） 

1585 Broadway New York, New Yor

k 10036, U.S.A.  

（東京都渋谷区恵比寿4丁目20番3

号 恵比寿ガーデンプレイスタ

ワー） 

12,364 1.77 

野村信託銀行株式会社（投信口） 
東京都千代田区大手町2丁目2番2

号  
11,433 1.63 

日本マスタートラスト信託銀行株式

会社（信託口） 
東京都港区浜松町2丁目11番3号 10,552 1.51 

ザバンクオブニューヨークノントリ

ーティージャスデックアカウント 

 （常任代理人 株式会社三菱東京

ＵＦＪ銀行） 

Global Custody, 32nd Floor On

e Wall Street, New York NY 1028

6,U.S.A. 

（東京都千代田区丸の内2丁目7番1

号 決済事業部） 

10,239 1.46 

ザバンクオブニューヨークトリーテ

ィージャスデックアカウント 

 （常任代理人 株式会社三菱東京

ＵＦＪ銀行） 

Avenue Des Arts, 35 Kunstlaa

n, 1040 Brussels, Belgium 

（東京都千代田区丸の内2丁目7番1

号 決済事業部） 

8,180 1.17 

ドイチェバンクアーゲーロンドンピ

ービーアイリッシュレジデンツ619 

 （常任代理人 ドイツ証券株式会

社） 

Taunusanlage 12, D-60325 Frankf

urt Am Main, Federal Republic O

f Germany 

（東京都千代田区永田町2丁目11番

1号 山王パークタワー） 

8,115 1.16 

計 － 363,768 51.99 



(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 平成19年５月31日現在

 （注） 「完全議決権株式（その他）」には証券保管振替機構名義の失念株式が1,517株（議決権1,517個）含まれており

ます。 

②【自己株式等】 

 該当事項はありません。 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注）最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） － － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 699,714 699,714 － 

単元未満株式 － － － 

発行済株式総数 699,714 － － 

総株主の議決権 － 699,714 － 

月別 平成18年12月 平成19年１月 ２月 ３月 ４月 ５月 

最高（円） 302,000 285,000 280,000 261,000 263,000 274,000 

最低（円） 258,000 235,000 236,000 221,000 225,000 236,000 



第５【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 前中間連結会計期間（平成17年12月１日から平成18年５月31日まで）は、改正前の中間連結財務諸表規則に基づ

き、当中間連結会計期間（平成18年12月１日から平成19年５月31日まで）は、改正後の中間連結財務諸表規則に基

づいて作成しております。 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 前中間会計期間（平成17年12月１日から平成18年５月31日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づき、当

中間会計期間（平成18年12月１日から平成19年５月31日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作成し

ております。 

２ 監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成17年12月１日から平成18年５月31日

まで）及び当中間連結会計期間（平成18年12月１日から平成19年５月31日まで）の中間連結財務諸表並びに前中間会

計期間（平成17年12月１日から平成18年５月31日まで）及び当中間会計期間（平成18年12月１日から平成19年５月31

日まで）の中間財務諸表について、監査法人トーマツにより中間監査を受けております。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

   
前中間連結会計期間末 
（平成18年５月31日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年５月31日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成18年11月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）                    

Ⅰ 流動資産                    

１ 現金及び預金     27,778     20,300     31,324  

２ 受取手形及び売
掛金 

※９   1,376     1,971     1,316  

３ 販売用不動産 
※2,4, 
7,8   100,566     100,693     54,749  

４ 仕掛不動産 ※2,8   29,264     44,072     30,150  

５ 前払制作費 ※３   0     －     －  

６ 繰延税金資産     694     1,552     3,169  

７ 未収消費税等     1,006     1,018     248  

８ その他 ※2,8   9,195     16,896     9,492  

９ 貸倒引当金     △13     △11     △19  

流動資産合計     169,868 76.2   186,494 69.0   130,433 66.7 

Ⅱ 固定資産                    

１ 有形固定資産 ※１                  

(1）建物及び構築
物 

※2,8 8,751     9,675     9,535    

(2) 土地 ※2,8 20,843     30,103     22,502    

(3）その他 ※2,8 203 29,798 13.3 392 40,171 14.8 220 32,257 16.5

２ 無形固定資産                     

 (1）のれん ※11 －     7,355     －     

 (2）その他   673 673 0.3 1,224 8,579 3.2 885 885 0.5 

３ 投資その他の資
産                    

(1）投資有価証券   7,275     13,757     13,351    

(2) その他の関係
会社有価証券 

  3,881     624     2,494    

(3) 長期事業目的
有価証券 

※2,6 2,166     12,612     7,960    

(4）出資金   167     200     192    

(5）繰延税金資産   396     425     410    

(6）その他 ※2,8 8,846     7,615     7,529    

(7）貸倒引当金   △13 22,720 10.2 △54 35,182 13.0 △53 31,884 16.3

固定資産合計     53,192 23.8   83,934 31.0   65,027 33.3 

Ⅲ 繰延資産     5 0.0   6 0.0   3 0.0

資産合計     223,067 100.0   270,435 100.0   195,464 100.0 

                     
 



   
前中間連結会計期間末 
（平成18年５月31日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年５月31日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 

（平成18年11月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）                    

Ⅰ 流動負債                    

１ 支払手形及び買
掛金     1,685     1,449     1,578  

２ 短期借入金 
※2,8, 
10   88,259     103,278     70,669  

３ １年以内償還予
定社債     1,598     1,250     1,300  

４ 未払金     1,817     2,542     1,638  

５ 未払費用     648     1,128     766  

６ 未払法人税等     2,918     2,748     8,651  

７ 預り敷金     3,160     6,701     1,774  

８ 役員賞与引当金     －     89     273  

９ 契約損失引当金      －     －     2,600  

10 その他     1,335     3,089     4,077  

流動負債合計     101,423 45.5   122,277 45.2   93,330 47.7 

Ⅱ 固定負債                    

１ 社債     22,550     31,300     21,900  

２ 長期借入金 
※2,7, 
8,10   55,398     43,885     31,820  

３ 繰延税金負債     290     1,258     304  

４ 役員退職慰労引
当金     203     287     260  

５ 退職給付引当金     123     226     132  

６  匿名組合出資預
り金     496     684     714  

７ その他     10,414     8,376     7,895  

固定負債合計     89,476 40.1   86,018 31.8   63,027 32.3 

負債合計     190,899 85.6   208,296 77.0   156,358 80.0 

                     

（純資産の部）                    

Ⅰ 株主資本                     

１ 資本金     10,042 4.5   19,277 7.1   10,042 5.1 

２ 資本剰余金     9,897 4.4   19,132 7.1   9,897 5.1 

３ 利益剰余金     11,074 5.0   20,981 7.8   17,928 9.2 

株主資本合計     31,014 13.9   59,391 22.0   37,868 19.4 

Ⅱ 評価・換算差額等                     

その他有価証券評
価差額金 

    591     1,667     617   

評価・換算差額等
合計 

    591 0.3   1,667 0.6   617 0.3 

Ⅲ 新株予約権      － －   19 0.0   2 0.0 

Ⅳ 少数株主持分     561 0.2   1,061 0.4   618 0.3 

純資産合計     32,167 14.4   62,138 23.0   39,106 20.0 

負債純資産合計     223,067 100.0   270,435 100.0   195,464 100.0 

                      



②【中間連結損益計算書】 

   
前中間連結会計期間 

（自 平成17年12月１日 
至 平成18年５月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年12月１日 
至 平成19年５月31日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成17年12月１日 
至 平成18年11月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高 ※１   39,009 100.0   58,672 100.0   169,313 100.0 

Ⅱ 売上原価 ※５   26,972 69.1   45,199 77.0   138,798 82.0 

売上総利益     12,036 30.9   13,473 23.0   30,515 18.0 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

※２   3,891 10.0   4,996 8.6   8,534 5.0 

営業利益     8,145 20.9   8,477 14.4   21,980 13.0 

Ⅳ 営業外収益                    

１ 受取利息   36     21     28    

２ 受取配当金   26     217     60    

３ デリバティブ評価
益   171     －     －    

４ 匿名組合投資利益   499     173     496    

５  消費税等簡易課税 
差額収益   －     －     261    

６ その他   135 870 2.2 173 586 1.0 407 1,253 0.7 

Ⅴ 営業外費用                    

１ 支払利息   969     1,618     2,654    

２ 新株発行費   1     －     －    

３ 社債発行費   92     49     －    

４ 貸倒引当金繰入額   15     －     10    

５ 借入事務手数料   621     946     1,178    

６ 持分法による投資
損失   0     －     1    

７ 匿名組合投資損失   －     100     －    

８ その他   159 1,859 4.8 185 2,900 4.9 287 4,133 2.4 

経常利益     7,156 18.3   6,163 10.5   19,100 11.3 

Ⅵ 特別利益                    

１ 前期損益修正益   118     －     118    

２  固定資産売却益  ※３ 189     2,241     190    

３ 投資有価証券売却
益  

  －     1,066     86    

４ その他   4 312 0.8 7 3,315 5.6 11 407 0.2 

 



   
前中間連結会計期間 

（自 平成17年12月１日 
至 平成18年５月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年12月１日 
至 平成19年５月31日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成17年12月１日 
至 平成18年11月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅶ 特別損失                    

１ 前期損益修正損    75     －     75    

２ 固定資産売却損  ※４ －     647     －    

３ 投資有価証券売却
損   21     －     21    

４ 長期事業目的有価
証券清算損   15     －     －    

５ ゴルフ会員権評価
損   10     －     －    

６ 貸倒引当金繰入額   －     －     40    

７ その他   0 123 0.3 2 649 1.1 28 165 0.1 

匿名組合損益分配
前税金等調整前中
間（当期）純利益 

    7,344 18.8   8,828 15.0   19,342 11.4 

匿名組合損益分配
額     △12 △0.1   △25 △0.1   △31 △0.0 

税金等調整前中間
（当期）純利益     7,357 18.9   8,854 15.1   19,374 11.4 

法人税、住民税及
び事業税   3,112     2,776     10,538    

法人税等調整額   △25 3,086 7.9 1,519 4,296 7.3 △2,408 8,130 4.7 

少数株主利益     183 0.5   444 0.8   296 0.2 

中間（当期）純利
益     4,087 10.5   4,113 7.0   10,948 6.5 

                     



③【中間連結株主資本等変動計算書】 

前中間連結会計期間（自平成17年12月１日 至平成18年５月31日） 

 

株主資本 評価・換算差額等

少数株主持分   純資産合計 
資本金 資本剰余金  利益剰余金 株主資本合計 

その他有価証券
評価差額金 

平成17年11月30日残高

（百万円） 
10,041 9,895 7,650 27,587 91 263 27,942 

中間連結会計期間中の変

動額 
             

新株の発行 1 1 － 2 － － 2 

利益処分による配当 － － △438 △438 － － △438 

利益処分による役員

賞与 
－ － △225 △225 － － △225 

中間純利益 － － 4,087 4,087 － － 4,087 

株主資本以外の項目の

中間連結会計期間中の

変動額（純額） 

－ － － － 499 297 797 

中間連結会計期間中の変

動額合計（百万円） 
1 1 3,424 3,427 499 297 4,224 

平成18年5月31日残高

（百万円） 
10,042 9,897 11,074 31,014 591 561 32,167 



当中間連結会計期間（自平成18年12月１日 至平成19年５月31日） 

（注）平成19年２月27日の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 
株主資本 

資本金 資本剰余金  利益剰余金 株主資本合計 

平成18年11月30日残高（百万

円） 
10,042 9,897 17,928 37,868 

中間連結会計期間中の変動額       

新株の発行 9,234 9,234 － 18,469 

剰余金の配当（注） － － △1,064 △1,064 

中間純利益 － － 4,113 4,113 

連結子会社の除外による

増加 
－ － 4 4 

連結子会社の除外による

減少 
－ － △0 △0 

株主資本以外の項目の中間

連結会計期間中の変動額

（純額） 

－ － － － 

中間連結会計期間中の変動額

合計（百万円） 
9,234 9,234 3,052 21,522 

平成19年5月31日残高（百万

円） 
19,277 19,132 20,981 59,391 

 

評価・換算差額等 

新株予約権 少数株主持分   純資産合計 
その他有価証券   
評価差額金  

平成18年11月30日残高（百万

円） 
617 2 618 39,106 

中間連結会計期間中の変動額        

新株の発行 － － － 18,469 

剰余金の配当（注） － － － △1,064 

中間純利益 － － － 4,113 

連結子会社の除外による

増加  
－ － － 4 

連結子会社の除外による

減少 
－ － － △0 

株主資本以外の項目の中間

連結会計期間中の変動額

（純額） 

1,050 16 443 1,509 

中間連結会計期間中の変動額

合計（百万円） 
1,050 16 443 23,032 

平成19年5月31日残高（百万

円） 
1,667 19 1,061 62,138 



前連結会計年度の連結株主資本等変動計算書（自平成17年12月１日 至平成18年11月30日） 

 
株主資本 

資本金 資本剰余金  利益剰余金 株主資本合計 

平成17年11月30日残高（百

万円） 
10,041 9,895 7,650 27,587 

連結会計年度中の変動額        

新株の発行 1 1 － 2 

利益処分による配当 － － △438 △438 

利益処分による役員賞与 － － △252 △252 

当期純利益 － － 10,948 10,948 

連結子会社の除外による

増加 
－ － 21 21 

株主資本以外の項目の連

結会計年度中の変動額

（純額） 

－ － － － 

連結会計年度中の変動額合

計（百万円） 
1 1 10,278 10,281 

平成18年11月30日残高（百

万円） 
10,042 9,897 17,928 37,868 

 

評価・換算差額等 

新株予約権 少数株主持分   純資産合計 
その他有価証券   
評価差額金  

平成17年11月30日残高（百万

円） 
91 － 263 27,942 

連結会計年度中の変動額        

新株の発行 － － － 2 

利益処分による配当 － － － △438 

 利益処分による役員賞与 － － － △252 

当期純利益 － － － 10,948 

連結子会社の除外による

増加 
－ － － 21 

株主資本以外の項目の連結

会計年度中の変動額（純

額） 

525 2 354 882 

連結会計年度中の変動額合計

（百万円） 
525 2 354 11,163 

平成18年11月30日残高（百万

円） 
617 2 618 39,106 



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

   
前中間連結会計期間 

（自 平成17年12月１日 
至 平成18年５月31日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成18年12月１日 
至 平成19年５月31日） 

前連結会計年度の要約 

キャッシュ・フロー計算書 

（自 平成17年12月１日 
至 平成18年11月30日） 

区分 
注記 

番号 
金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・
フロー        

１ 税金等調整前中間（当期）
純利益   7,357 8,854 19,374 

２ 減価償却費   354 487 790 

３ のれん償却額   － 397 － 

４ 貸倒引当金の増減(△)額   4 △7 50 

５ 役員賞与引当金の増減(△)
額   － △139 273 

６ 契約損失引当金の増加額    － － 2,600 

７ 役員退職慰労引当金の増加
額   12 26 82 

８ 受取利息及び受取配当金   △62 △239 △89 

９ 支払利息   969 1,618 2,654 

10 匿名組合投資損益(△)   △499 △73 △496 

11 持分法による投資損失   0 － 1 

12 固定資産売却損益(△)   △189 △1,593 △189 

13 投資有価証券売却損益   － △1,064 － 

14 匿名組合損益分配額   △12 △25 △31 

15 売上債権の増(△)減額   724 △629 811 

16 販売用不動産の増(△)減額   △9,281 △38,780 46,179 

17 仕掛不動産の増加額   △13,197 △20,050 △33,736 

18 前払制作費の減少額   2 － － 

19 仕入債務の増減(△)額   571 △139 458 

20 未収消費税等の増減(△)額   △117 △716 1,373 

21 預り敷金の増減(△)額   △112 5,888 △2,427 

22 役員賞与の支払額   △228 － △266 

23 その他   △3,975 △7,753 △591 

小計   △17,679 △53,939 36,821 

24 利息及び配当金の受取額   46 239 135 

25 利息の支払額   △1,012 △1,385 △2,579 

26 法人税等の支払額   △3,190 △8,470 △5,132 

営業活動によるキャッシ

ュ・フロー 
  △21,835 △63,555 29,243 

 



   
前中間連結会計期間 

（自 平成17年12月１日 
至 平成18年５月31日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成18年12月１日 
至 平成19年５月31日） 

前連結会計年度の要約 

キャッシュ・フロー計算書 

（自 平成17年12月１日 
至 平成18年11月30日） 

区分 
注記 

番号 
金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・
フロー        

１ 有形固定資産の取得による
支出   △833 △698 △999 

２ 有形固定資産の売却による
収入   1,115 5,870 1,126 

３ 無形固定資産の取得による
支出   △131 △444 △414 

４ 貸付金の実行による支出   △17,681 △4,046 △17,943 

５ 貸付金の回収による収入   5,023 239 10,515 

６ 投資有価証券の取得による
支出   △3,605 △1,281 △10,375 

７ 投資有価証券の払戻による
収入   517 143 806 

８ 投資有価証券の売却による
収入   123 2,961 139 

９ その他の関係会社有価証券
の取得による支出   △7,118 △13,584 △9,188 

10 その他の関係会社有価証券
の払戻による収入   2,619 7,345 10,967 

11 その他の関係会社有価証券
の売却による収入   3,500 4,560 3,500 

12 長期事業目的有価証券の取
得による支出   － △1,717 △10,325 

13 長期事業目的有価証券の払
戻による収入   183 61 650 

14 出資金の払込による支出   △30 △8 △55 

15 連結範囲の変更を伴う子会
社株式の取得による支出 

※２ △6,173 △16,094 △8,718 

16 連結範囲の変更を伴う子会
社株式の取得による収入 

※２ 1,340 151 1,340 

17 連結範囲の変更を伴う子会
社株式の売却による支出 

※３ － － △441 

18 連結範囲の変更を伴うその
他の関係会社有価証券の取
得による支出 

※２ △6,501 － △6,501 

19 敷金・保証金の差入による
支出   △70 △77 △109 

20 敷金・保証金の払戻による
収入   21 － 51 

21 その他   499 △810 491 

投資活動によるキャッシ

ュ・フロー 
  △27,201 △17,429 △35,481 

 



   
前中間連結会計期間 

（自 平成17年12月１日 
至 平成18年５月31日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成18年12月１日 
至 平成19年５月31日） 

前連結会計年度の要約 

キャッシュ・フロー計算書 

（自 平成17年12月１日 
至 平成18年11月30日） 

区分 
注記 

番号 
金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・
フロー        

１ 短期借入による収入   90,378 114,552 180,762 

２ 短期借入金の返済による支
出   △45,897 △84,581 △146,385 

３ 長期借入による収入   6,420 22,870 12,960 

４ 長期借入金の返済による支
出   △6,205 △8,861 △40,716 

５ 社債の発行による収入   19,907 9,950 19,907 

６ 社債の償還による支出   △796 △650 △1,744 

７ 株式の発行による収入   1 18,372 1 

８ 匿名組合出資者からの払込
による収入   66 460 1,417 

９ 配当金の支払額   △399 △1,087 △445 

10 その他   △493 △998 △1,346 

財務活動によるキャッシ

ュ・フロー 
  62,981 70,025 24,410 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換
算差額   △0 0 0 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減
(△)額   13,943 △10,959 18,172 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残
高   13,791 31,324 13,791 

Ⅶ 新規連結に伴う現金及び現金
同等物の増加額   9 － 14 

Ⅷ 連結除外に伴う現金及び現金
同等物の減少額   － △465 △653 

Ⅸ 現金及び現金同等物の中間期
末（期末）残高 

※１ 27,745 19,900 31,324 

         



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年12月１日 
至 平成18年５月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年12月１日 
至 平成19年５月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年11月30日） 

１ 連結の範囲に関する事項 (1）連結子会社の数    37社 (1）連結子会社の数    39社 (1）連結子会社の数    36社 

  連結子会社の名称 連結子会社の名称 連結子会社の名称 

  パシフィック・インベストメン

ト・アドバイザーズ株式会社 

有限会社パシフィック・プロパテ

ィーズ・インベストメント 

南大塚プロパティーズ・コーポレ

ーション有限会社 

有限会社パシフィック・コマーシ

ャル・リアルティ 

有限会社パシフィック・グロー

ス・リアルティ 

パシフィックリテールマネジメン

ト株式会社 

ビジネスアンドアセットソリュー

ション株式会社 

有限会社平吉インベストメント 

有限会社アクティブ・ソニック・

コーポレーション 

有限会社ラピスラズリ・リアル・

エステート 

パシフィック・コマーシャル・イ

ンベストメント株式会社 

有限会社パシフィック・クリエイ

ツ・キャピタル 

有限会社サファイア・ライン 

有限会社アンドロメダ・エンティ

ティ 

有限会社サイプレス・デベロップ

メント 

有限会社ゼルコバ・デベロップメ

ント 

ピーエスアール松井田妙義株式会

社 

有限会社ソラリス・エンティティ 

有限会社パシフィック・クリエイ

ツ・キャピタル・ツー 

有限会社ウィロー・デベロップメ

ント 

有限会社テン・リアルティー 

有限会社アクティブ・インベスト

メント・スリー 

パシフィック・インベストメン

ト・パートナーズ株式会社 

有限会社ファイン・ストリート・

スリー 

スマート・アセットマネジメン

ト・システムズ株式会社 

有限会社ファイン・ロック・コー

ポレーション 

株式会社中川工務店 

パシフィック・インベストメン

ト・アドバイザーズ株式会社 

有限会社パシフィック・プロパテ

ィーズ・インベストメント 

有限会社パシフィック・グロー

ス・リアルティ 

パシフィックリテールマネジメン

ト株式会社 

ビジネスアンドアセットソリュー

ション株式会社 

パシフィック・コマーシャル・イ

ンベストメント株式会社 

有限会社パシフィック・クリエイ

ツ・キャピタル 

有限会社サファイア・ライン 

有限会社パシフィック・クリエイ

ツ・キャピタル・ツー 

パシフィック・インベストメン

ト・パートナーズ株式会社 

スマート・アセットマネジメン

ト・システムズ株式会社 

株式会社中川工務店 

有限会社下目黒興産 

パシフィックスポーツアンドリゾ

ーツ株式会社 

有限会社ファイン・ストリート・

ツー  

有限会社アクティブ・ピース・コ

ーポレーション  

ピーエスアール武蔵株式会社 

合同会社神戸ＨＬホールディング 

合同会社ヘムロック・デベロップ

メント 

他20社 

前連結会計年度末（平成18年11月

30日）と比較して９社増加し、６

社減少しております。 

（取得による増加） ５社 

ピーエスアール武蔵株式会社 

ピーエスアール君津株式会社  

他３社  

（設立による増加）４社 

 合同会社神戸ＨＬホールディング 

 合同会社ヘムロック・デベロップ

メント 

他２社 

パシフィック・インベストメン

ト・アドバイザーズ株式会社 

有限会社パシフィック・プロパテ

ィーズ・インベストメント 

有限会社スカイ・ライン（注１） 

有限会社パシフィック・コマーシ

ャル・リアルティ 

有限会社パシフィック・グロー

ス・リアルティ 

パシフィックリテールマネジメン

ト株式会社 

ビジネスアンドアセットソリュー

ション株式会社 

パシフィック・コマーシャル・イ

ンベストメント株式会社 

有限会社パシフィック・クリエイ

ツ・キャピタル 

有限会社サファイア・ライン 

有限会社パシフィック・クリエイ

ツ・キャピタル・ツー 

パシフィック・インベストメン

ト・パートナーズ株式会社 

スマート・アセットマネジメン

ト・システムズ株式会社 

株式会社中川工務店 

コマーシャル・デベロップメント

有限会社 

有限会社下目黒興産 

パシフィックスポーツアンドリゾ

ーツ株式会社 

ピーエスアール相武株式会社（注

２） 

有限会社ファイン・ストリート・

ツー  

有限会社アクティブ・ピース・コ

ーポレーション  

他16社 

前連結会計年度末（平成17年11

月30日）と比較して17社増加

し、２社減少しました。 

（設立、取得による増加）16社 

スマート・アセットマネジメン

ト・システムズ株式会社 

株式会社中川工務店 

コマーシャル・デベロップメン

ト有限会社 

有限会社下目黒興産 

パシフィックスポーツアンドリ

ゾーツ株式会社 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年12月１日 
至 平成18年５月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年12月１日 
至 平成19年５月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年11月30日） 

  中がわ商事株式会社 

有限会社ファイン・ビルディン

グ・コーポレーション 

コマーシャル・デベロップメント

有限会社 

有限会社オーク・デベロップメン

ト 

有限会社下目黒興産 

パシフィックスポーツアンドリゾ

ーツ株式会社 

 有限会社ピーエスアール琵琶池 

 株式会社相武カントリー倶楽部 

 株式会社ヱスビー商事 

 株式会社タマホールディングス 

 なお、前連結会計年度において

持分法適用関連会社でありまし

た株式会社中川工務店他１社

は、株式を追加取得したため、

前連結会計年度において非連結

子会社であったパシフィック・

インベストメント・パートナー

ズ株式会社は、重要性が増した

ため、当中間連結会計期間より

新たに連結の範囲に含めており

ます。 

 また、株式会社相武カントリ

ー倶楽部他１社、有限会社下目

黒興産及び有限会社ファイン・

ロック・コーポレーションにつ

いては、株式の取得により、有

限会社ファイン・ストリート・

スリー、コマーシャル・デベロ

ップメント有限会社及び有限会

社アクティブ・インベストメン

ト・スリーについては匿名組合

出資により、有限会社ファイ

ン・ビルディング・コーポレー

ションについては匿名組合出資

持分の取得により、連結の範囲

に含めております。 

 また、スマート・アセットマ

ネジメント・システムズ株式会

社他４社は新規設立により連結

の範囲に含めております。 

 パシフィックスポーツアンド

リゾート東軽井沢株式会社は、

当中間連結会計期間において、

ピーエスアール松井田妙義株式

会社に商号を変更しておりま

す。  

（清算による減少） 

 １社 

 有限会社ラピスラズリ・リアル・

エステート 

（匿名組合契約終了による減少） 

 ４社 

 有限会社ファイン・ビルディン

グ・コーポレーション 

 有限会社ゼルコバ・デベロップメ

ント 

 有限会社ウィロー・デベロップメ

ント 

 有限会社モーニング・グローリ

ー・インベストメント 

（匿名組合出資持分減少による減

少） 

 １社 

 コマーシャル・デベロップメント

有限会社 

ピーエスアール相武株式会社 

有限会社ファイン・ストリート・

ツー 

有限会社アクティブ・ピース・コ

ーポレーション 

他８社 

（重要性が増したことによる増

加）1社 

パシフィック・インベストメン

ト・パートナーズ株式会社  

（匿名組合契約終了による減少）

１社 

有限会社アンドロメダ・エンティ

ティ 

（匿名組合出資持分減少による減

少）１社 

有限会社アクティブ・ソニック・

コーポレーション 

（注１）南大塚プロパティーズ・

コーポレーション有限会社は、平

成18年６月13日をもって、有限会

社スカイ・ラインに商号を変更し

ております。 

（注２）株式会社相武カントリー

倶楽部は、平成18年９月28日をも

って、ピーエスアール相武株式会

社に商号を変更しております。 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年12月１日 
至 平成18年５月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年12月１日 
至 平成19年５月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年11月30日） 

  (2）非連結子会社の数    １社 (2）非連結子会社の数    １社 (2）非連結子会社の数    ２社 

  非連結子会社の名称 

  有限会社アクティブ・インベス

トメント・セブン 

非連結子会社の名称 

 有限会社ファイン・インベス

トメント・コーポレーション 

非連結子会社の名称 

有限会社アクティブ・インベ

ストメント・ツー 

合同会社クラブ 

  （連結の範囲から除いた理由） 

 有限会社アクティブ・インベス

トメント・セブンは、当社による

財務及び営業または事業の方針を

決定する機関に対する支配が一時

的であると認められる子会社に該

当するため連結の範囲から除いて

おります。  

（連結の範囲から除いた理由） 

 有限会社ファイン・インベス

トメント・コーポレーション

は、小規模であり、総資産、売

上高、中間純利益(持分に見合

う額)及び利益剰余金(持分に見

合う額)等は、いずれも中間連

結財務諸表に重要な影響を及ぼ

していないため、連結の範囲か

ら除いております。 

（連結の範囲から除いた理由） 

 有限会社アクティブ・インベ

ストメント・ツー及び合同会社

クラブは、当社による財務及び

営業又は事業の方針を決定する

機関に対する支配が一時的であ

ると認められる子会社に該当す

るため連結の範囲から除いてお

ります。 

２ 持分法の適用に関する事

項 

(1）持分法適用の関連会社の数 

２社 

(1）持分法適用の関連会社の数 

２社 

(1）持分法適用の関連会社の数 

２社 

  持分法適用の関連会社の名称 持分法適用の関連会社の名称 持分法適用の関連会社の名称 

   株式会社マザーズＤＤ 

 タッチストーン・レジデンシャ

ル・マネージメント株式会社 

 特定目的会社ＰＤみなとみらい 

  株式会社生活科学運営 

 タッチストーン・レジデンシ

ャル・マネージメント株式会社

は、株式売却により、当中間連

結会計期間より持分法の適用範

囲から除外しております。 

タッチストーン・レジデンシャ

ル・マネージメント株式会社 

特定目的会社ＰＤみなとみらい 

 株式会社中川工務店は、株式

の追加取得により、当連結会計

年度より連結子会社となったた

め、持分法の適用範囲から除外

しております。 

  (2）持分法適用の非連結子会社の

数 

 該当事項はありません。 

(2）   ─────  (2）    ─────  

  (3）持分法を適用しない非連結子

会社及び関連会社のうち主要な

会社等の名称 

イ 持分法を適用しない非連結子

会社 

  有限会社アクティブ・インベス

トメント・セブン 

（持分法を適用しない理由） 

 有限会社アクティブ・インベ

ストメント・セブンは当社によ

る財務及び営業または事業の方

針を決定する機関に対する支配

が一時的であると認められる子

会社に該当するため、持分法を

適用しておりません。 

(3）持分法を適用しない非連結子

会社の名称 

  有限会社ファイン・インベスト

メント・コーポレーション 

 （持分法を適用しない理由） 

   有限会社ファイン・インベス

トメント・コーポレーション

は、小規模であり、中間純利益

(持分に見合う額)及び利益剰余

金(持分に見合う額)等は、いず

れも中間連結財務諸表に重要な

影響を及ぼしていないため、持

分法を適用しておりません。   

(3）持分法を適用しない非連結子

会社のうち主要な会社等の名称 

 有限会社アクティブ・インベスト

メント・ツー 

  合同会社クラブ 

  （持分法を適用しない理由） 

   有限会社アクティブ・インベ

ストメント・ツー及び合同会社

クラブは、当社による財務及び

営業又は事業の方針を決定する

機関に対する支配が一時的であ

ると認められる子会社に該当す

るため、持分法を適用しており

ません。 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年12月１日 
至 平成18年５月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年12月１日 
至 平成19年５月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年11月30日） 

  ロ 持分法を適用しない関連会社 

有限会社ルビー・リアル・エステ

ート 

有限会社アクティブ・ピース・コ

ーポレーション 

有限会社モラージュ柏インベスト

メント 

有限会社アクティブ・インベスト

メント 

有限会社モーニング・グローリ

ー・アセット 

有限会社モーニング・グローリ

ー・キャピタル 

有限会社アクティブ・インベスト

メント・ツー 

（持分法を適用しない理由） 

 関連会社の範囲に含まれる投資

事業組合等の費用及び収益は、投

資事業組合等の損益分配時に当社

の経済的持分を認識するため、持

分法を適用しておりません。   

   

３ 連結子会社の中間決算日

（決算日）等に関する事

項 

 連結子会社のうちパシフィッ

ク・インベストメント・アドバイ

ザーズ株式会社他12社について

は、中間決算日が中間連結決算日

と異なり決算日の差異が３ヶ月を

超えることから、決算に準じた仮

決算に基づく財務諸表を使用して

おります。 

 中間決算日が中間連結決算日と

異なる連結子会社の数は12社であ

ります。パシフィック・インベス

トメント・アドバイザーズ株式会

社他９社は、中間連結決算日現在

で中間決算に準じた仮決算を行っ

た中間財務諸表を使用しておりま

す。仮決算を行わない２社の中間

決算日は３月31日であり、各社の

中間決算日現在の中間財務諸表を

使用しております。なお、中間連

結決算日までの期間に発生した重

要な取引については連結上必要な

調整を行っております。 

 連結子会社のうちパシフィッ

ク・インベストメント・アドバイ

ザーズ株式会社他９社について

は、決算日が連結決算日と異なり

決算日の差異が３ヶ月を超えるこ

とから、決算に準じた仮決算に基

づく財務諸表を使用しておりま

す。 

４ 会計処理基準に関する事

項 

     

(1）重要な資産の評価基準

及び評価方法 

イ 有価証券 

その他有価証券 

イ 有価証券 

その他有価証券 

イ 有価証券 

その他有価証券 

  時価のあるもの 

 中間決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は、

全部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法に

より算定）によっておりま

す。 

時価のあるもの 

同左 

 時価のあるもの 

 連結決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は、

全部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法に

より算定）によっておりま

す。 

  時価のないもの 

 移動平均法による原価法によ

っております。 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

  ロ たな卸資産 ロ たな卸資産 ロ たな卸資産 

   販売用不動産 

 個別法による原価法によって

おります。 

 販売用不動産 

同左 

 販売用不動産 

同左 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年12月１日 
至 平成18年５月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年12月１日 
至 平成19年５月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年11月30日） 

   仕掛不動産 

 個別法による原価法によって

おります。 

 仕掛不動産 

同左 

 仕掛不動産 

同左 

  ハ デリバティブ取引 

 時価法によっております。 

ハ デリバティブ取引 

同左 

ハ デリバティブ取引 

同左 

(2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

イ 有形固定資産 

 定率法によっております。た

だし、建物（建物附属設備を除

く）につきましては、定額法に

よっております。 

イ 有形固定資産 

      同左 

イ 有形固定資産 

      同左 

   なお、主な耐用年数は次のと

おりであります。 

 建物及び構築物：８～50年 

車両運搬具  ：６年 

工具器具備品 ：５～20年 

 なお、主な耐用年数は次のと

おりであります。 

 建物及び構築物：８～50年 

 なお、主な耐用年数は次のと

おりであります。 

 建物    ：８～50年 

車両運搬具 ：６年 

工具器具備品：５～20年 

  ロ 無形固定資産 

 自社利用によるソフトウェア

については、社内における見込

利用可能期間（５年）に基づく

定額法によっております。 

ロ 無形固定資産 

同左 

ロ 無形固定資産 

同左 

  ハ 長期前払費用 

 均等償却によっております。 

ハ    ───── ハ     ───── 

(3）重要な繰延資産の処理

方法 

イ 新株発行費 

 支出時に全額費用として処理

しております。 

イ 株式交付費 

 支出時に全額費用として処理

しております。 

 なお、平成19年２月１日に一

般募集による新株式発行

（72,000株）を、１株当たりの

発行価額255,750円、募集価格

266,750円として行っておりま

す。本発行に係る引受契約にお

いては、発行価額の総額をもっ

て引受価額の総額とし、引受手

数料は支払わないこととされて

おり、従って株式交付費には本

発行に係る引受手数料は含まれ

ておりません。 

 また、発行価額のうち127,875

円を資本金に、127,875円を資本

準備金に組み入れております。 

イ 株式交付費 

同左 

  ロ 社債発行費 

 支出時に全額費用として処理

しております。 

ロ 社債発行費 

同左 

ロ 社債発行費 

同左 

  ハ その他 

 創立費及び開業費について

は、５年間で均等償却しており

ます。 

ハ その他 

同左 

ハ その他 

同左 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年12月１日 
至 平成18年５月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年12月１日 
至 平成19年５月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年12月１日 

至 平成18年11月30日） 

(4）重要な引当金の計上基

準 

イ 貸倒引当金 

 債権の貸倒に備えるため、一

般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性

を考慮の上、回収不能見積額を

計上しております。 

イ 貸倒引当金 

同左 

イ 貸倒引当金 

同左 

  ロ    ────── ロ 役員賞与引当金 

役員の賞与の支給に備えるた

め、役員に対する賞与の支給見

込額のうち、当中間連結会計期

間に帰属する額を計上しており

ます。 

ロ 役員賞与引当金 

 役員の賞与の支給に備えるた

め、役員に対する賞与の支給見

込額のうち、当連結会計年度に

帰属する額を計上しておりま

す。 

  ハ    ────── ハ   ────── ハ 契約損失引当金 

売買契約等に基づき将来発生

する可能性のある損失に備える

ため、当連結会計年度末に必要

と見込まれる損失発生見込額を

計上しております。 

  ニ 役員退職慰労引当金  

 役員の退職慰労金の支給に備え

るため、役員退職慰労金支給基準

に基づき中間期末要支給額を計上

しております。 

ニ 役員退職慰労引当金   

同左  

ニ 役員退職慰労引当金   

 役員の退職慰労金の支給に備

えるため、役員退職慰労金支給

基準に基づき期末要支給額を計

上しております。 

  ホ 退職給付引当金 

 一部の連結子会社は、従業員

の退職金の支出に備えるため、

「退職給付会計に関する実務指

針（中間報告）」（公認会計士

協会会計制度委員会報告13号平

成11年9月14日）に定める簡便法

により、自己都合退職による中

間期末要支給額の100％相当額を

計上しております。 

ホ 退職給付引当金 

同左 

ホ 退職給付引当金 

 一部の連結子会社は、従業員

の退職金の支出に備えるため、

「退職給付会計に関する実務指

針（中間報告）」（公認会計士

協会会計制度委員会報告13号平

成11年9月14日）に定める簡便

法により、自己都合退職による

期末要支給額の100％相当額を

計上しております。 

(5）重要なリース取引の処

理方法 

 リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

(6）重要なヘッジ会計の方

法 

イ ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理を採用してお

ります。また、金利スワップに

ついては特例処理の要件を満た

している場合には特例処理を採

用しております。 

イ ヘッジ会計の方法 

 同左 

イ ヘッジ会計の方法 

同左 

  ロ ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…金利スワップ取引

等 

ヘッジ対象…借入金利 

ロ ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

ロ ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  ハ ヘッジ方針 

 借入金の支払金利に係る金利

変動リスクをヘッジしておりま

す。 

ハ ヘッジ方針 

同左 

ハ ヘッジ方針 

同左 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年12月１日 
至 平成18年５月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年12月１日 
至 平成19年５月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年11月30日） 

  ニ     ────── ニ ヘッジ有効性評価の方法  

 主としてヘッジ開始時から有

効性判定時点までの期間におけ

る、ヘッジ対象の相場変動又は

キャッシュ・フロー変動の累計

とヘッジ手段の相場変動又はキ

ャッシュ・フロー変動の累計と

を比較し、両者の変動額等を基

礎として有効性を判定しており

ます。ただし、特例処理の要件

を満たしている金利スワップ等

については、ヘッジ有効性判定

を省略しております。  

ニ ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

(7）その他中間連結財務諸

表（連結財務諸表）作

成のための重要な事項 

イ 消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は税抜処

理を採用しており、控除対象外

の消費税等については、中間連

結会計期間を一事業年度とみな

して算定した税額を発生事業年

度の期間費用として処理してお

ります。ただし、固定資産に係

る控除対象外の消費税等は、投

資その他の資産の「その他」に

計上し、５年間で均等償却して

おります。 

イ 消費税等の会計処理 

同左 

イ 消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は税抜処

理を採用しており、控除対象外

の消費税等については、算定し

た税額を発生事業年度の期間費

用として処理しております。た

だし、固定資産に係る控除対象

外の消費税等は、投資その他の

資産の「その他」に計上し、５

年間で均等償却しております。 

  ロ 匿名組合出資のうち投資事業

有限責任組合に類する出資金

の会計処理 

 匿名組合出資のうち投資事業

有限責任組合に類する出資金の

会計処理は、匿名組合の純資産

及び純損益のうち当社及び当社

の連結子会社の持分相当額をそ

れぞれ有価証券及び収益・費用

として計上しております。 

 なお、匿名組合の純損益の持

分相当額の計上については、

「投資有価証券」に計上する事

業目的以外の匿名組合出資に係

る損益は営業外損益に計上し、

「その他の関係会社有価証券」

及び「長期事業目的有価証券」

に計上する事業目的の匿名組合

出資に係る損益は売上高に計上

しております。 

ロ 匿名組合出資のうち投資事業

有限責任組合に類する出資金

の会計処理 

 同左 

ロ 匿名組合出資のうち投資事業

有限責任組合に類する出資金

の会計処理 

 同左 

５ 中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書（連結キャッ

シュ・フロー計算書）に

おける資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能

な預金及び容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動について

僅少なリスクしか負わない取得

日から３ヶ月以内に償還期限の

到来する短期投資からなってお

ります。 

同左 同左 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年５月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年12月１日 
至 平成19年５月31日） 

前連結会計年度 

（自 平成17年12月１日 
至 平成18年11月30日） 

  １ 固定資産の減損に係る会計基準 

 当中間連結会計期間より、固定資産の減

損に係る会計基準（「固定資産の減損に係

る会計基準の設定に関する意見書」（企業

会計審議会 平成14年８月９日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第６号 平成

15年10月31日）を適用しております。 

 これによる当中間連結会計期間の損益に

与える影響はありません。 

  １      ───── 1 固定資産の減損に係る会計基準 

  当連結会計年度より、固定資産の減損に

係る会計基準（「固定資産の減損に係る会

計基準の設定に関する意見書」（企業会計

審議会 平成14年８月９日））及び「固定

資産の減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準委員会 平成15年10月31日

企業会計基準適用指針第６号）を適用して

おります。 

 これによる当連結会計年度の損益に与え

る影響はありません。 

 ２      ─────   ２      ─────  ２ 役員賞与に関する会計基準 

  従来、役員賞与は株主総会の利益処分案

決議により未処分利益の減少として会計処

理しておりましたが、当連結会計年度より

「役員賞与に関する会計基準」（企業会計

基準第４号 平成17年11月29日）を適用し

ております。これにより、営業利益、経常

利益及び税金等調整前当期純利益は、273

百万円減少しております。 

 なお、セグメント情報に与える影響につ

いては当該箇所に記載しております。 

 ３ 貸借対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準 

  当中間連結会計期間より、「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第５号 平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準等の適用指針」（企業会

計基準適用指針第８号 平成17年12月９

日）を適用しております。 

  従来の資本の部の合計に相当する金額は

31,605百万円であります。 

  なお、中間連結財務諸表規則の改正によ

り、当中間連結会計期間における中間連結

貸借対照表の純資産の部については、改正

後の中間連結財務諸表規則により作成して

おります。 

 ３      ─────   ３ 貸借対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準 

   当連結会計年度より、「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準」（企業

会計基準委員会 平成17年12月９日 企業

会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準等の適用指

針」（企業会計基準委員会 平成17年12月

９日 企業会計基準適用指針第８号）を適

用しております。 

 従来の資本の部の合計に相当する金額は

38,485百万円であります。 

 なお、連結財務諸表規則の改正により、

当連結会計年度における連結貸借対照表の

純資産の部については、改正後の連結財務

諸表規則により作成しております。 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年５月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年12月１日 
至 平成19年５月31日） 

前連結会計年度 

（自 平成17年12月１日 
至 平成18年11月30日） 

 ４      ─────  ４       ───── ４ ストック・オプション等に関する会計基

準等 

  当連結会計年度より、「ストック・オプ

ション等に関する会計基準」（企業会計基

準委員会 平成17年12月27日 企業会計基

準第８号）及び「ストック・オプション等

に関する会計基準の適用指針」（企業会計

基準委員会 平成18年５月31日 企業会計

基準適用指針第11号）を適用しておりま

す。 

 これにより営業利益、経常利益及び税金

等調整前当期純利益は、２百万円減少して

おります。 

 なお、セグメント情報に与える影響につ

いては当該箇所に記載しております。 

 ５      ─────  ５      ─────  ５ 投資事業組合等への出資に係る会計処理

  当連結会計年度より、「投資事業組合に

対する支配力基準及び影響力基準の適用に

関する実務上の取扱い」（企業会計基準委

員会 平成18年９月８日 実務対応報告第

20号）を適用しております。 

 これによる当連結会計年度の総資産及び

損益に与える影響はありません。 

  ただし、関連会社の範囲の変更により、

その他の関係会社有価証券は5,919百万円

減少し、長期事業目的有価証券は同額増加

しております。 



表示方法の変更 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年５月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年12月１日 
至 平成19年５月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年11月30日） 

 ────── （中間連結貸借対照表） 

前中間連結会計期間において、無形固定資

産の「その他」に含めて表示しておりまし

た営業権135百万円は、当中間連結会計期間

より「のれん」と表示しております。 

 ────── 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書） 

  前中間連結会計期間において旧有限会

社法に規定する有限会社に対する当社持

分の売却額は、投資活動によるキャッシ

ュ・フローの「出資金の売却による収

入」に含めて表示しておりましたが、会

社法及び会社法の施行に伴う関係法律の

整備等に関する法律第２条第２項によ

り、その持分が有価証券（株式）とみな

されることとなったため、当中間連結会

計期間より投資活動によるキャッシュ・

フローの「投資有価証券の売却による収

入」に含めて表示しております。 

 なお、当中間連結会計期間の「投資有

価証券の売却による収入」に含めた有限

会社に対する持分の売却額は、15百万円

であります。 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書） 

前中間連結会計期間において、「減価償

却費」に含めて表示していた営業権償却費

15百万円及び「その他」に含めて表示して

いた連結調整勘定償却額157百万円は、当

中間連結会計期間より「のれん償却額」と

表示しております。 

 ────── 



追加情報 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年５月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年12月１日 
至 平成19年５月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年11月30日） 

 前中間連結会計期間末において流動負債

に表示しておりましたサブリース契約に

係る預り敷金については重要性が増した

ことから前連結会計年度末において表示

区分の検討を行い固定負債の「その他」

として表示しております。 

  従って、前中間連結会計期間末におい

て前連結会計年度末と同じ表示区分を行

った場合、預り敷金が259百万円大きく、

固定負債の「その他」が同額小さく表示

されております。 

 投資事業組合等への出資に係る会計処理 

  前連結会計年度より適用している「投資

事業組合に対する支配力基準及び影響力基

準の適用に関する実務上の取扱い」（企業

会計基準委員会 平成18年９月８日 実務

対応報告第20号）は、前中間連結会計期間

においては適用しておりません。 

 前中間連結会計期間と比較して、当中間

連結会計期間の総資産及び損益に与える影

響はありませんが、関連会社の範囲の変更

により、「その他の関係会社有価証券」は

9,804百万円減少し、「長期事業目的有価

証券」は同額増加しております。 

        ───── 



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

前中間連結会計期間末 
（平成18年５月31日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年５月31日） 

前連結会計年度 
（平成18年11月30日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

1,513百万円 2,090百万円 1,849百万円 

※２ 担保資産及び担保付債務 ※２ 担保資産及び担保付債務 ※２ 担保資産及び担保付債務 

(1）担保に供している資産 (1）担保に供している資産 (1）担保に供している資産 

販売用不動産 90,204百万円 

仕掛不動産 27,794百万円 

流動資産（その他） 3,957百万円  

建物及び構築物 8,282百万円 

土地 11,153百万円 

有形固定資産（その

他） 

37百万円 

投資その他の資産（そ

の他） 

115百万円 

合計 141,546百万円 上記の他、連結上消去した連結子会社の

株式17,591百万円及びその他の関係会社

有価証券5,390百万円を担保に供しており

ます。 

販売用不動産 82,715百万円 

仕掛不動産 33,070百万円 

その他流動資産（信託

留保金等） 

9,481百万円 

建物及び構築物 6,147百万円 

土地 27,727百万円 

その他有形固定資産 221百万円 

長期事業目的有価証券  2,500百万円 

合計 161,865百万円 

販売用不動産 47,391百万円 

仕掛不動産 27,605百万円 

流動資産（その他） 2,730百万円 

建物及び構築物 8,091百万円 

機械装置及び運搬具 29百万円 

工具器具備品 5百万円  

土地 11,153百万円  

投資その他の資産（そ

の他） 
51百万円 

合計 97,057百万円 

(2）担保資産に対応する債務 (2）担保資産に対応する債務 (2）担保資産に対応する債務 

 なお、上記短期借入金及び長期借入金に

含まれるノンリコースローン（責任財産限

定型債務）は、それぞれ16,880百万円及び

31,818百万円であり、その対応する資産の

金額は※８のとおりであります。 

短期借入金 63,837百万円 

長期借入金 53,522百万円 

合計 117,359百万円 

 なお、上記短期借入金及び長期借入金に

含まれるノンリコースローン（責任財産限

定型債務）は、それぞれ9,388百万円及び

30,397百万円であり、その対応する資産の

金額は※８のとおりであります。 

短期借入金 83,712百万円 

長期借入金 39,932百万円 

合計 123,644百万円 

 なお、上記短期借入金及び長期借入金に含

まれるノンリコースローン（責任財産限定型

債務）は、それぞれ11,703百万円及び23,478

百万円であり、その対応する資産の金額は※

８のとおりであります。 

短期借入金 51,369百万円 

長期借入金 31,342百万円 

合計 82,712百万円 

(3）上記の他、連結上消去された連結子会

社の株式888百万円及びその他の関係

会社有価証券7,907百万円が、短期借

入金12,890百万円の担保として供され

ております。 

(3）        ───── (3）上記の他、連結上消去された連結子会社

の株式54百万円及びその他の関係会社有

価証券3,190百万円が、短期借入金7,970

百万円の担保として供されております。 

※３ 前払制作費 ※３          ───── ※３      ───── 

 不動産投資コンサルティングサービス

事業におけるデューデリジェンス取引に

おいて、支出した費用のうち、当社の調

査レポート納品未了分を計上する勘定で

あります。 

   

 



前中間連結会計期間末 
（平成18年５月31日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年５月31日） 

前連結会計年度 
（平成18年11月30日） 

 ※４ 販売用不動産の取得日から当中間連結

会計期間末までの保有期間別残高内訳

は、以下のとおりであります。 

１年以内 86,107百万円 

１年超３年以内 14,244百万円 

３年超５年以内 214百万円 

合計 100,566百万円 

 ※４ 販売用不動産の取得日から当中間連結

会計期間末までの保有期間別残高内訳

は、以下のとおりであります。 

１年以内 74,720百万円 

１年超３年以内 23,607百万円 

３年超５年以内 2,308百万円 

５年超 56百万円 

合計 100,693百万円 

 ※４ 販売用不動産の取得日から当連結会計

年度末までの保有期間別残高内訳は、以

下のとおりであります。 

１年以内 36,001百万円 

１年超３年以内 18,392百万円 

３年超５年以内 356百万円 

合計 54,749百万円 

 ５  当社及び連結子会社は効率的な資金調

達を行うため貸出コミットメント契約及

び当座貸越契約を締結しております。こ

れらの契約に基づく当中間連結会計期間

末の借入未実行残高は次のとおりであり

ます。 

  (1) 貸出コミットメント契約 

  (2) 当座貸越契約 

 なお、これらの契約の一部につきまし

ては、金融機関ごとに財務制限条項が付

されております。（※10） 

貸出コミットメン

トの総額 

63,200百万円 

借入実行残高 26,419百万円 

  差引額 36,781百万円 

当座貸越契約の総

額 

9,740百万円 

借入実行残高 9,740百万円 

  差引額 －百万円 

 ５  当社及び連結子会社は効率的な資金調

達を行うため貸出コミットメント契約及

び当座貸越契約を締結しております。こ

れらの契約に基づく当中間連結会計期間

末の借入未実行残高は次のとおりであり

ます。 

  (1) 貸出コミットメント契約 

  (2) 当座貸越契約 

 なお、これらの契約の一部につきまし

ては、金融機関ごとに財務制限条項が付

されております。（※10） 

貸出コミットメン

トの総額 

101,400百万円 

借入実行残高 49,120百万円 

  差引額 52,280百万円 

当座貸越契約の総

額 

5,800百万円 

借入実行残高 5,400百万円 

  差引額 400百万円 

 ５  当社及び連結子会社は効率的な資金調

達を行うため貸出コミットメント契約及

び当座貸越契約を締結しております。こ

れらの契約に基づく当連結会計年度末の

借入未実行残高は次のとおりでありま

す。 

  (1) 貸出コミットメント契約 

  (2) 当座貸越契約 

 なお、これらの契約の一部につきまして

は、金融機関ごとに財務制限条項が付さ

れております。（※10） 

貸出コミットメン

トの総額 

88,200百万円 

借入実行残高 24,889百万円 

  差引額 63,311百万円 

当座貸越契約の総

額 

3,500百万円 

借入実行残高 3,410百万円 

  差引額 90百万円 

※６ 長期事業目的有価証券 

 子会社及び関連会社の範囲に含まれ

る組合その他これらに準ずる事業体を

除く当社及び当社の関係会社が主体的

に組成を行った投資事業組合等への出

資（「その他の関係会社有価証券」を

除く）のうち、転売による売却益の収

受及び保有期間の配当収入の収受を目

的とする出資を事業性の出資金とし、

投資対象となった不動産又は当該出資

金の長期保有を目的とした事業性の出

資金を投資その他の資産の「長期事業

目的有価証券」に計上しております。 

 なお、当該出資金に関わる損益は売上

高として計上しております。 

※６ 長期事業目的有価証券 

 同左 

 ※６ 長期事業目的有価証券 

 同左 

※７      ───── ※７ 「特別目的会社を活用した不動産の

流動化に係る譲渡人の会計処理に関

する実務指針」（日本公認会計士協

会 会計制度委員会第15号）に準じ

て、金融取引として会計処理いたし

ました当中間連結会計期間末の資産

及び負債は下記のとおりでありま

す。 

販売用不動産 3,432百万円 

長期借入金 3,480百万円 

 ※７       ───── 

 



前中間連結会計期間末 
（平成18年５月31日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年５月31日） 

前連結会計年度 
（平成18年11月30日） 

※８ ノンリコースローン 

 「短期借入金」及び「長期借入金」に含

まれるノンリコースローン（責任財産限定

型債務）は、それぞれ16,880百万円及び3

1,818百万円であります。 

 当該ノンリコースローンは、連結子会社

である有限会社サファイア・ライン他10社

がそれぞれ保有する不動産を担保として金

融機関から調達した借入金であり、当該不

動産及び当該不動産の収益のみを返済原資

とするものです。 

 上記ノンリコースローンに対応する連結

子会社の資産の金額は、次のとおりであり

ます。 

※８ ノンリコースローン 

 「短期借入金」及び「長期借入金」に

含まれるノンリコースローン（責任財産

限定型債務）は、それぞれ9,388百万円及

び30,397百万円であります。 

 当該ノンリコースローンは、連結子会

社である有限会社サファイア・ライン他

７社がそれぞれ保有する不動産を担保と

して金融機関から調達した借入金であ

り、当該不動産及び当該不動産の収益の

みを返済原資とするものです。 

 上記ノンリコースローンに対応する連

結子会社の資産の金額は、次のとおりで

あります。 

※８ ノンリコースローン  

 「短期借入金」及び「長期借入金」に

含まれるノンリコースローン（責任財

産限定型債務）は、11,703百万円及び

23,478百万円であります。 

 当該ノンリコースローンは、連結子

会社である有限会社サファイア・ライ

ン他６社がそれぞれ保有する不動産を

担保として金融機関から調達した借入

金であり、当該不動産及び当該不動産

の収益のみを返済原資とするもので

す。 

 上記ノンリコースローンに対応する

連結子会社の資産の金額は、次のとお

りであります。 

販売用不動産 29,588百万円 

仕掛不動産 14,155百万円 

その他流動資産（信託

留保金 ） 

2,876百万円  

建物及び構築物 8,282百万円 

土地 11,153百万円  

その他有形固定資産

（機械装置及び運搬具

等）   

37百万円 

その他投資その他の資

産 

115百万円 

合計 66,209百万円 

販売用不動産 25,528百万円 

仕掛不動産 10,149百万円 

その他流動資産（信託

留保金） 

7,902百万円 

建物及び構築物 3,173百万円 

土地 8,863百万円 

その他有形固定資産 31百万円 

合計 55,648百万円 

販売用不動産 9,668百万円 

仕掛不動産 13,617百万円 

その他流動資産（信託

留保金 ） 

2,367百万円  

建物及び構築物 8,091百万円 

土地 11,153百万円  

その他有形固定資産

（機械装置及び運搬具

等）   

34百万円  

その他投資その他の資

産 

51百万円 

合計 44,984百万円 

 ※９ 受取手形及び売掛金には、完成工事

未収入金を含めております。 

 ※９ 受取手形及び売掛金には、完成工事

未収入金93百万円を含めております。 

  ※９ 受取手形及び売掛金には、完成工事

未収入金を含めております。 

※10 財務制限条項 

    短期借入金及び長期借入金の合計額の

うち38,161百万円には、以下の財務制限

条項が付されており、各条項のいずれか

に抵触した場合には、当該借入金の借入

先に対し該当する借入金額を一括返済す

ることがあります（カッコ内は財務制限

条項の対象となる借入金額。）。 

  なお、複数の財務制限条項が付され

ている借入金があるため、下記(1)から

(5)までの合計は、38,161百万円を超え

ております。 

※10 財務制限条項 

    短期借入金のうち67,587百万円には、

以下の財務制限条項が付されており、各

条項のいずれかに抵触した場合には、当

該借入金の借入先に対し該当する借入金

額を一括返済することがあります（カッ

コ内は財務制限条項の対象となる借入金

額。）。 

  なお、複数の財務制限条項が付されて

いる借入金があるため、下記(1)から(6)

までの合計は67,587百万円を超えており

ます。 

 ※10 財務制限条項     

  短期借入金の合計額のうち30,974百万円

には、以下の財務制限条項が付されてお

り、各条項のいずれかに抵触した場合に

は、当該借入金の借入先に対し該当する借

入金額を一括返済することがあります（カ

ッコ内は財務制限条項の対象となる借入金

額。）。 

 なお、複数の財務制限条項が付されてい

る借入金があるため、下記(1)から(5)まで

の合計は、30,974百万円を超えておりま

す。  

 



前中間連結会計期間末 
（平成18年５月31日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年５月31日） 

前連結会計年度 
（平成18年11月30日） 

 (1) 純資産維持条項 

  ① 各決算期末、各中間決算期末及び各

四半期決算期末において、連結貸借対

照表における従来の資本の部の合計に

相当する金額を、それぞれ直前決算期

末の金額の75％以上に維持すること。

各決算期末及び各中間決算期末におい

て、単体貸借対照表における従来の資

本の部の合計に相当する金額を、それ

ぞれ直前決算期末の金額の75％以上に

維持すること（短期借入金のうち3,47

0百万円）。 

 (1)  純資産維持条項 

 ① 各決算期末、各中間決算期末及び

各四半期決算期末において、連結貸

借対照表における従来の資本の部の

合計に相当する金額を、それぞれ直

前決算期末の金額の75％以上に維持

すること。各決算期末及び各中間決

算期末において、単体貸借対照表に

おける従来の資本の部の合計に相当

する金額を、それぞれ直前決算期末

の金額の75％以上に維持すること

（3,400百万円）。 

(1) 純資産維持条項 

 ① 各決算期末、各中間決算期末及び各

四半期決算期末において、連結貸借

対照表における従来の資本の部の合

計に相当する金額を、それぞれ直前

決算期末の金額の75％以上に維持す

ること。各決算期末及び各中間決算

期末において、単体貸借対照表にお

ける従来の資本の部の合計に相当す

る金額を、それぞれ直前決算期末の

金額の75％以上に維持すること（3,4

00百万円）。 

  ②      ─────  ② 各決算期末及び各中間決算期末に

おいて、単体及び連結貸借対照表に

おける純資産の部の金額から新株予

約権、繰延ヘッジ損益及び連結貸借

対照表の場合には少数株主持分の金

額を控除した金額を、平成17年11月

末日の資本の部の金額もしくは直前

各決算期末の純資産の部から新株予

約権、繰延ヘッジ損益及び連結貸借

対照表の場合には少数株主持分の金

額を控除した金額のいずれかの金額

の高い方の75％相当額以上に維持す

ること（7,160百万円）。 

 ② 各決算期末及び各中間決算期末にお

いて、単体及び連結貸借対照表にお

ける純資産の部の金額から新株予約

権、繰延ヘッジ損益及び連結貸借対

照表の場合には少数株主持分の金額

を控除した金額を、平成17年11月末

日の資本の部の金額もしくは直前各

決算期末の純資産の部から新株予約

権、繰延ヘッジ損益及び連結貸借対

照表の場合には少数株主持分の金額

を控除した金額のいずれかの金額の

高い方の75％相当額以上に維持する

こと（770百万円）。    

  ③ 各決算期末及び各中間決算期末に

おいて、連結及び単体貸借対照表に

おける従来の資本の部の合計に相当

する金額を、平成17年11月末日にお

ける連結及び単体貸借対照表におけ

る資本の部のいずれか大きい方の7

5％の金額以上にそれぞれ維持するこ

と（短期借入金のうち1,000百万

円）。 

  ③ 各決算期末及び各中間決算期末

において、連結及び単体貸借対照

表における従来の資本の部の合計

に相当する金額を、平成18年11月

末日における連結及び単体貸借対

照表における資本の部のいずれか

大きい方の75％の金額以上にそれ

ぞれ維持すること（1,600百万

円）。 

 ③ 各決算期末及び各中間決算期末にお

いて、連結及び単体貸借対照表にお

ける従来の資本の部の合計に相当す

る金額を、平成17年11月末日におけ

る連結及び単体貸借対照表における

資本の部のいずれか大きい方の75％

の金額以上にそれぞれ維持すること

（1,000百万円）。 

  ④ 各決算期末及び各中間決算期末に

おいて連結及び単体貸借対照表にお

ける従来の資本の部の合計に相当す

る金額を、それぞれ直前の中間期

末、決算期末又は平成17年11月末日

における連結及び単体貸借対照表に

おける資本の部のいずれか高い方の

金額の75％以上に維持すること（短

期借入金のうち16,880百万円）。 

  ④      ─────   ④ 各決算期末及び各中間決算期末に

おいて連結及び単体貸借対照表にお

ける従来の資本の部の合計に相当す

る金額を、それぞれ直前の中間期

末、決算期末又は平成17年11月末日

における連結及び単体貸借対照表に

おける資本の部のいずれか高い方の

金額の75％以上に維持すること  

（14,170百万円）。 

 



前中間連結会計期間末 
（平成18年５月31日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年５月31日） 

前連結会計年度 
（平成18年11月30日） 

   ⑤     ─────   ⑤ 各決算期末及び各中間決算期末に

おいて連結及び単体貸借対照表にお

ける純資産の部の金額を、直前の中

間期末、決算期末における連結及び

単体貸借対照表における純資産の部

の金額のいずれか高い方の75％以上

に維持すること（34,210百万円）。 

   ⑤      ───── 

 ⑥ 各決算期末及び各中間決算期末にお

いて、連結及び単体貸借対照表にお

ける従来の資本の部の合計に相当す

る金額を、それぞれ直前各決算期末

の金額の60％以上に維持すること

（長期借入金のうち10,742百万

円）。 

  ⑥ 各決算期末及び各中間決算期末に

おいて、連結及び単体貸借対照表に

おける従来の資本の部の合計に相当

する金額を、それぞれ直前各決算期

末の金額の60％以上に維持すること

（1,367百万円）。 

   ⑥ 各決算期末及び各中間決算期末に

おいて、連結及び単体貸借対照表に

おける従来の資本の部の合計に相当

する金額を、それぞれ直前各決算期

末の金額の60％以上に維持すること

（5,085百万円）。 

  ⑦ 各決算期末及び各中間決算期末にお

いて、連結及び単体貸借対照表におけ

る従来の資本の部の合計に相当する金

額を、それぞれ直前各決算期末の金額

の75％以上に維持すること（短期借入

金のうち3,090百万円。なお、当該借

入金額は貸出コミットメント契約に基

づき、連結子会社によってなされたも

のであります。）。 

  ⑦ 各決算期末及び各中間決算期末に

おいて、連結及び単体貸借対照表に

おける従来の資本の部の合計に相当

する金額を、平成17年11月末日にお

ける連結及び単体貸借対照表におけ

る資本の部の金額の70％以上に維持

すること（1,251百万円。なお、当

該借入金額は貸出コミットメント契

約に基づき、連結子会社によってな

されたものであります。）。 

 ⑦ 各決算期末及び各中間決算期末に

おいて、連結及び単体貸借対照表に

おける従来の資本の部の合計に相当

する金額を、平成17年11月末日にお

ける連結及び単体貸借対照表におけ

る資本の部の金額の70％以上に維持

すること（2,759百万円。なお、当

該借入金額は貸出コミットメント契

約に基づき、連結子会社によってな

されたものであります。）。 

   ⑧ 各決算期末及び各中間決算期末に

おいて、連結及び単体貸借対照表に

おける従来の資本の部の合計に相当

する金額を、平成16年11月末日にお

ける連結及び単体貸借対照表におけ

る資本の部の金額の70％以上に維持

すること（短期借入金のうち2,979百

万円。なお、当該借入金額は貸出コ

ミットメント契約に基づき、連結子

会社によってなされたものでありま

す。）。 

 ⑧ 各決算期末及び各中間決算期末に

おいて、連結及び単体貸借対照表

における従来の資本の部の合計に

相当する金額を、平成16年11月末

日における連結及び単体貸借対照

表における資本の部の金額の70％

以上に維持すること（3,099百万

円。なお、当該借入金額は貸出コ

ミットメント契約に基づき、連結

子会社によってなされたものであ

ります。）。 

   ⑧ 各決算期末及び各中間決算期末に

おいて、連結及び単体貸借対照表にお

ける従来の資本の部の合計に相当する

金額を、平成16年11月末日における連

結及び単体貸借対照表における資本の

部の金額の70％以上に維持すること

（3,790百万円。なお、当該借入金額

は貸出コミットメント契約に基づき、

連結子会社によってなされたものであ

ります。）。 

 (2)  利益維持条項  

  ① 各決算期末、各中間決算期末及び各

四半期決算期末における連結損益計算

書の経常損益がマイナスにならないこ

と。各決算期末及び各中間決算期末に

おける単体損益計算書の経常損益がマ

イナスにならないこと（短期借入金の

うち3,470百万円）。 

  (2)  利益維持条項  

 ① 各決算期末、各中間決算期末及び

各四半期決算期末における連結損益

計算書の経常損益がマイナスになら

ないこと。各決算期末及び各中間決

算期末における単体損益計算書の経

常損益がマイナスにならないこと

（3,400百万円）。 

 (2)  利益維持条項  

  ① 各決算期末、各中間決算期末及び

各四半期決算期末における連結損益

計算書の経常損益がマイナスになら

ないこと。各決算期末及び各中間決

算期末における単体損益計算書の経

常損益がマイナスにならないこと

（3,400百万円）。 

 



前中間連結会計期間末 
（平成18年５月31日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年５月31日） 

前連結会計年度 
（平成18年11月30日） 

  ② 各決算期末において連結及び単体損

益計算書の経常損益がマイナスになら

ないこと（長期借入金のうち10,742百

万円）。 

 ② 各決算期末において連結及び単体

損益計算書の経常損益がマイナスに

ならないこと（1,367百万円）。 

 ② 各決算期末において連結及び単体損

益計算書の経常損益がマイナスにな

らないこと（5,085百万円）。 

 ③ 各決算期末及び中間決算期末におい

て連結及び単体損益計算書の経常損

益がマイナスにならないこと（短期

借入金のうち23,949百万円。なお、

当該借入れには貸出コミットメント

契約に基づき、連結子会社によって

なされたものが含まれておりま

す。）。 

 ③ 各決算期末及び中間決算期末にお

いて連結及び単体損益計算書の経常

損益がマイナスにならないこと（4

7,320百万円。なお、当該借入には

貸出コミットメント契約に基づき、

連結子会社によってなされたものが

含まれております。）。 

 ③ 各決算期末及び中間決算期末におい

て連結及び単体損益計算書の経常損

益がマイナスにならないこと   

（22,489百万円。なお、当該借入に

は貸出コミットメント契約に基づ

き、連結子会社によってなされたも

のが含まれております。）。 

 (3) 連結子会社の2006年８月末日におけ

る資金使途資産にかかる賃貸借契約

（不動産信託受益権の場合には信託

財産に関しマスタレッシーとしての

連帯保証人が賃貸者として賃借人と

締結する賃貸借契約及び受託者と連

帯保証人以外の者との間の賃貸借契

約）上の年間賃料収入額の合計額

が、契約に基づく個別貸付未払金の

元本合計額の３％以上であること

（短期借入金のうち3,090百万円。な

お、当該借入金額は貸出コミットメ

ント契約に基づき、連結子会社によ

ってなされたものであります。）。 

(3)           ─────   (3)      ───── 

 (4) 連結子会社が有する信託不動産の

評価価額の合計額から、財務制限条

項の対象となる借入金の合計額を

0.85で除した金額を控除した金額が

マイナスにならないこと（短期借入

金のうち349百万円。なお、当該借

入金額は貸出コミットメント契約に

基づき、連結子会社によってなされ

たものの一部であります。）。 

(4)  連結子会社が有する信託不動産の

評価価額の合計額から、財務制限条項の

対象となる借入金の合計額を0.85で除し

た金額を控除した金額がマイナスになら

ないこと（1,251百万円。なお、当該借

入金額は貸出コミットメント契約に基づ

き、連結子会社によってなされたものの

一部であります。）。 

 (4) 連結子会社が有する信託不動産の

評価価額の合計額から、財務制限条項の

対象となる借入金の合計額を0.85で除し

た金額を控除した金額がマイナスになら

ないこと（4,724百万円。なお、当該借

入金額は貸出コミットメント契約に基づ

き、連結子会社によってなされたものの

一部であります。）。 

  (5) 連結子会社が有する信託不動産の

評価価額の合計額から、財務制限条

項の対象となる借入金の合計額を

0.7で除した金額を控除した金額が

マイナスにならないこと（短期借入

金のうち2,630百万円。なお、当該

借入金額は貸出コミットメント契約

に基づき、連結子会社によってなさ

れたものの一部であります。）。 

 (5)           ─────   (5) 連結子会社が有する信託不動産の評

価価額の合計額から、財務制限条項の

対象となる借入金の合計額を0.7で除

した金額を控除した金額がマイナスに

ならないこと（349百万円。なお、当

該借入金額は貸出コミットメント契約

に基づき、連結子会社によってなされ

たものの一部であります。）。 

 



次へ 

前中間連結会計期間末 
（平成18年５月31日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年５月31日） 

前連結会計年度 
（平成18年11月30日） 

 (6)           ─────  (6) ゴルフ場を保有する一部の連結子

会社を対象として各四半期末におい

て実施される償却前営業利益テスト

に合格すること。 

平成19年４月1日から平成19年６月3

0日、平成19年７月１日から平成19

年９月30日及び平成19年10月１日か

ら平成19年12月31日までのその保有

するゴルフ場の実際の償却前営業利

益の合計額がそれぞれ予定収支表に

当該期間の予想として記載された償

却前営業利益の85％に達している場

合は合格とし、達していない場合は

不合格となる（15,500百万円。な

お、当該借入金額は連結子会社によ

ってなされたものであります。）。 

 (6)           ───── 

※11     ──────  ※11 のれん及び負ののれんの表示 

のれん及び負ののれんは、相殺して無

形固定資産の「のれん」と表示してお

ります。相殺前の金額は、以下のとお

りであります。 

のれん 7,474百万円 

負ののれん 118百万円 

差引額 7,355百万円 

 ※11     ────── 

 12      ──────  12 契約残高 

 当社及び連結子会社は、現在開発中又

は開発及び購入予定の不動産について当

中間連結会計期間末以降に取得・引取す

る契約を締結しております。当中間連結

会計期間末の当該契約残高は、112,657 

百万円（うち１年超28,831百万円）であ

ります。  

 12 契約残高 

  当社及び連結子会社は、現在開発中又は開

発予定の不動産について当連結会計年度末以

降に取得・引取する契約を締結しておりま

す。当連結会計年度末の当該契約残高は、 

 82,594百万円（うち１年超27,256百万円）

であります。 

 13 受取手形割引高 

  22百万円 

 13  受取手形割引高 

 23百万円  

 13 受取手形割引高 

  19百万円 



（中間連結損益計算書関係） 

次へ 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年５月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年12月１日 
至 平成19年５月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年12月１日 

至 平成18年11月30日） 

※１ 「その他の関係会社有価証券」及び

「長期事業目的有価証券」に係る匿名

組合からの配当損益は、次のとおりで

あります。 

その他の関係会社有価 

証券 

1,030百万円 

長期事業目的有価証券 125百万円 

 合計 1,155百万円 

※１ 売上高に含めた「その他の関係会社有

価証券」及び「長期事業目的有価証

券」に係る匿名組合からの配当損益

は、次のとおりであります。 

その他の関係会社有価 

証券 

△111百万円 

長期事業目的有価証券 211百万円 

 合計 100百万円 

※１ 「その他の関係会社有価証券」及び

「長期事業目的有価証券」に係る匿名

組合からの配当損益は、次のとおりで

あります。 

その他の関係会社有価 

証券 

2,174百万円 

長期事業目的有価証券 1,006百万円 

 合計 3,180百万円 

※２ 販売費及び一般管理費の主要な費目 ※２ 販売費及び一般管理費の主要な費目 ※２ 販売費及び一般管理費の主要な費目 

役員報酬 195百万円 

給与手当 717百万円 

賞与 408百万円 

役員退職慰労引当金 

繰入額 

25百万円 

支払手数料 1,356百万円 

給与手当 930百万円 

役員賞与引当金繰入額 89百万円  

役員退職慰労引当金 

繰入額 

26百万円 

支払手数料 1,162百万円 

のれん償却額 397百万円  

役員報酬 391百万円 

給与手当 1,535百万円 

賞与 963百万円 

役員退職慰労引当金 

繰入額 

61百万円 

支払手数料 2,406百万円 

※３ 固定資産売却益の主要な内訳 

建物及び構築物 104百万円 

土地 83百万円 

その他 1百万円 

※３ 固定資産売却益の主要な内訳 

建物及び構築物 283百万円 

土地 1,957百万円 

※３ 固定資産売却益の主要な内訳 

建物及び構築物 105百万円 

土地 83百万円 

その他 1百万円 

  ※４      ───── ※４ 固定資産売却損の主要な内訳 

建物及び構築物 556百万円 

土地 90百万円 

  ※４      ───── 

  ※５      ─────  ※５      ─────  ※５ 売買契約に基づく契約損失引当金繰入

額2,600百万円が売上原価に含まれて

おります。 



（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

前中間連結会計期間（自 平成17年12月１日 至 平成18年５月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項 

（変動事由の概要） 

 １．株式分割（分割比率 １：３）による増加は、417,536株であります。  

 ２. 新株予約権の権利行使による増加は、90株であります。  

２．配当に関する事項 

 （１）配当金支払額 

 （２）基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間後となるもの 

 該当事項はありません。 

当中間連結会計期間（自 平成18年12月１日 至 平成19年５月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項 

（変動事由の概要） 

 １．公募増資による増加は、72,000株であります。  

 ２. 新株予約権の権利行使による増加は、1,320株であります。  

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

３．配当に関する事項 

 （１）配当金支払額 

 （２）基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間後となるもの 

 該当事項はありません。 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

 普通株式（株） 208,768 417,626 － 626,394 

決議 株式の種類 
配当金の総額  

（百万円） 

１株当たり配当額

（円） 
基準日 効力発生日 

 平成18年２月24日

定時株主総会 
普通株式  438 2,100 平成17年11月30日  平成18年２月24日 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

 普通株式（株） 626,394 73,320 － 699,714 

区分 新株予約権の内訳 

新株予約権
の目的とな
る株式の種
類 

新株予約権の目的となる株式の数（株）  
当中間連結
会計期間末
残高  
（百万円）

前連結会計
年度末 

 当中間連
結会計期間
増加 

 当中間連
結会計期間
減少 

 当中間連
結会計期間
末 

提出会社

（親会社） 

ストック・オプションとして

の新株予約権 
普通株式 － － － － 19 

決議 株式の種類 
配当金の総額  

（百万円） 

１株当たり配当額

（円） 
基準日 効力発生日 

 平成19年２月27日

定時株主総会 
普通株式  1,064 1,700 平成18年11月30日  平成19年２月28日 



前連結会計年度（自 平成17年12月１日 至 平成18年11月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項 

（変動事由の概要） 

 １．株式分割（分割比率 １：３）による増加は、417,536株であります。  

 ２. 新株予約権の権利行使による増加は、90株であります。  

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

３．配当に関する事項 

 （１）配当金支払額 

（注）平成18年１月20日付をもって普通株式１株を３株に分割しておりますが、上記１株当たり配当金額は分割考慮前の

ものとなっております。 

 （２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末 

 普通株式（株） 208,768 417,626 － 626,394 

区分 新株予約権の内訳 

新株予約権
の目的とな
る株式の種
類 

新株予約権の目的となる株式の数（株）  
当連結会計
年度末残高
（百万円）前連結会計

年度末 
当連結会計
年度増加 

当連結会計
年度減少 

当連結会計
年度末 

提出会社

（親会社） 

ストック・オプションとして

の新株予約権 
普通株式 － － － － 2 

決議 株式の種類 
配当金の総額 

（百万円） 

１株当たり配当額

（円） 
基準日 効力発生日 

 平成18年２月24日

定時株主総会 
普通株式  438 2,100 平成17年11月30日  平成18年２月27日 

決議 株式の種類 配当の原資 

配当金の総

額 （百万

円）  

１株当たり配

当額（円） 
基準日 効力発生日 

 平成19年２月27

日定時株主総会 
普通株式  利益剰余金  1,064 1,700 平成18年11月30日  平成19年２月28日 



（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年５月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年12月１日 
至 平成19年５月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年12月１日 

至 平成18年11月30日） 

※１. 現金及び現金同等物の中間連結会計期

間末と中間連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係 

※１. 現金及び現金同等物の中間連結会計期

間末と中間連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係 

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額

との関係 

（平成18年５月31日現在） （平成19年５月31日現在） （平成18年11月30日現在）

現金及び預金勘定 27,778百万円 

預入期間が３ヶ月を超え

る定期預金 

△33百万円 

現金及び現金同等物 27,745百万円 

現金及び預金勘定 20,300百万円

預入期間が３ヶ月を超え

る定期預金 

△400百万円

現金及び現金同等物 19,900百万円

現金及び預金勘定 31,324百万円

預入期間が３ヶ月を超え

る定期預金 

 －
 

現金及び現金同等物 31,324百万円

※２．株式及び出資持分の取得により新たに

連結子会社となった会社の資産及び負債

の主な内訳 

 株式及び出資金の取得により新たに連

結したことに伴う連結開始時の資産及び

負債の内訳並びに株式及び出資金の取得

価額と取得による支出及び収入（純額）

との関係は次のとおりであります。 

※２．株式及び出資持分の取得により新たに

連結子会社となった会社の資産及び負債

の主な内訳 

 株式及び出資金の取得により新たに連

結したことに伴う連結開始時（連結相殺

消去後）の資産及び負債の内訳並びに株

式及び出資金の取得価額と取得による支

出及び収入（純額）との関係は次のとお

りであります。 

※２．株式及び出資持分の取得により新たに

連結子会社となった会社の資産及び負債

の主な内訳 

 株式及び出資金の取得により新たに連

結したことに伴う連結開始時の資産及び

負債の内訳並びに株式及び出資金の取得

価額と取得による支出及び収入（純額）

との関係は次のとおりであります。 

秀栄商事株式会社及び明成興業株式会社他

２社 

 なお、秀栄商事株式会社及び明成興業

株式会社は平成18年５月26日付で株式会

社タマホールディングスに吸収合併され

ております。 

販売用不動産 6,435百万円 

その他流動資産 392百万円 

固定資産 6百万円 

流動負債 △368百万円 

固定負債 △219百万円 

取得時提出会社持分 △55百万円 

上記４社株式の取得価額 6,191百万円 

上記４社現金及び現金同

等物 

17百万円 

差引：上記４社取得によ

る支出 

6,173百万円 

ピーエスアール武蔵株式会社、有限会社眞

和及び有限会社新生 

流動資産 2,380百万円

固定資産 9,092百万円

のれん 6,029百万円

流動負債 △30百万円

固定負債 △262百万円

株式取得に伴う貸付金 △781百万円

上記３社株式の取得価額 16,428百万円

前連結会計年度における

株式取得のための前渡金

260百万円

上記３社現金及び現金同

等物 

74百万円

差引：上記３社取得によ

る支出 

16,094百万円

秀栄商事株式会社、明成興業株式会社及び

ピーエスアール福崎株式会社他３社 

 なお、秀栄商事株式会社及び明成興業

株式会社は平成18年５月26日付で株式会

社タマホールディングスに吸収合併され

ております。  

販売用不動産 6,437百万円

その他流動資産 465百万円

固定資産 2,654百万円

投資その他の資産  7百万円

流動負債 △471百万円

固定負債 △243百万円

取得時提出会社持分 △55百万円

上記６社株式の取得価額 8,795百万円

上記６社現金及び現金同

等物 

77百万円

差引：上記６社取得によ

る支出 

8,718百万円

 



前中間連結会計期間 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年５月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年12月１日 
至 平成19年５月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年11月30日） 

株式会社中川工務店他１社、株式会社相武

カントリー倶楽部他１社及び有限会社下目

黒興産 

有限会社ファイン・ビルディング・コーポ

レーション 

販売用不動産 4,612百万円 

仕掛不動産 1,186百万円 

その他流動資産 3,023百万円 

固定資産 8,968百万円 

連結調整勘定 493百万円 

投資その他の資産 664百万円 

流動負債 △16,296百万円 

固定負債 △1,657百万円 

連結調整勘定 △656百万円 

少数株主持分  △36百万円 

取得時提出会社持分 △111百万円 

上記５社株式の取得価額 190百万円 

上記５社現金及び現金同

等物 

1,530百万円 

差引：上記５社取得によ

る収入 

1,340百万円 

販売用不動産 19,488百万円 

その他流動資産 1,013百万円 

投資その他の資産 46百万円 

流動負債 △208百万円 

連結調整勘定 △255百万円 

その他固定負債 △13,387百万円 

少数株主持分 △3百万円 

有限会社ファイン・ビル

ディング・コーポレーシ

ョン株式の取得価額 

6,694百万円 

有限会社ファイン・ビル

ディング・コーポレーシ

ョン現金及び現金同等物 

192百万円 

差引：有限会社ファイ

ン・ビルディング・コー

ポレーション取得による

支出 

6,501百万円 

 
株式会社中川工務店他１社、ピーエスアー

ル相武株式会社、株式会社ヱスビー商事及

び有限会社下目黒興産 

 なお、株式会社ヱスビー商事は平成18年

９月23日付で株式会社相武カントリー倶楽

部に吸収合併されております。株式会社相

武カントリー倶楽部は、平成18年９月28日

をもって、ピーエスアール相武株式会社に

商号を変更しております。 

有限会社ファイン・ビルディング・コーポ

レーション 

販売用不動産 4,612百万円

仕掛不動産 1,186百万円

その他流動資産 3,023百万円

固定資産 8,968百万円

連結調整勘定 493百万円

投資その他の資産 664百万円

流動負債 △16,296百万円

固定負債 △1,657百万円

連結調整勘定 △656百万円

少数株主持分  △36百万円

取得時提出会社持分 △111百万円

上記５社株式の取得価額 190百万円

上記５社現金及び現金同

等物 

1,530百万円

差引：上記５社取得によ

る収入 

1,340百万円

販売用不動産 19,488百万円

その他流動資産 1,013百万円

投資その他の資産 46百万円

流動負債 △208百万円

連結調整勘定 △255百万円

その他固定負債 △13,387百万円

少数株主持分 △3百万円

有限会社ファイン・ビル

ディング・コーポレーシ

ョン株式の取得価額 

6,694百万円

有限会社ファイン・ビル

ディング・コーポレーシ

ョン現金及び現金同等物 

192百万円

差引：有限会社ファイ

ン・ビルディング・コー

ポレーション取得による

支出 

6,501百万円

 



次へ 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年５月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年12月１日 
至 平成19年５月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年11月30日） 

※３.      ───── ※３.      ───── ※３．株式の売却により連結子会社でなくな

った会社の資産及び負債の主な内訳 

 株式の売却により有限会社オーク・デ

ベロップメントが連結子会社でなくなっ

たことに伴う売却時の資産及び負債の内

訳並びに株式売却益と売却による支出は

次のとおりであります。 

仕掛不動産 5,528百万円

その他流動資産  444百万円

 資産計  5,973百万円

流動負債 6,052百万円

 負債計 6,052百万円

株式売却益 82百万円

現金及び現金同等物 444百万円

差引：有限会社オーク・

デベロップメント売却に

よる支出 

441百万円



（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年５月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年12月１日 
至 平成19年５月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年12月１日 

至 平成18年11月30日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リース

取引 

１. リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リース

取引 

 前連結会計年度よりリース契約１件当たり

のリース料総額が３百万円未満のリース取引

は下記の金額に含めておりません。 

（借主側） 

 (1) リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間連結会計期間末

残高相当額 

（借主側） 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間連結会計期間

末残高相当額 

（借主側） 

 (1) リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び連結会計年度末残高

相当額 

 

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

中間連
結会計
期間末
残高相
当額 
(百万円) 

有形固定資産
（その他） 

126 79 46 

無形固定資産 26 9 16 

 

取得価
額相当
額 
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円)

中間連
結会計
期間末
残高相
当額 
(百万円)

有形固定資産
（その他） 

133 100 33 

 

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

連結会
計年度
末残高
相当額 
(百万円)

機械装置及び
運搬具 

94 69 24 

工具器具備品 32 22 10 

ソフトウェア 26 12 14 

(2) 未経過リース料中間連結会計期間末残

高相当額 

(2) 未経過リース料中間連結会計期間末残

高相当額 

(2) 未経過リース料連結会計年度末残高相当

額 

１年内 33百万円 

１年超 47百万円 

合計 80百万円 

１年内 21百万円 

１年超 22百万円 

合計 43百万円 

１年内 31百万円 

１年超 33百万円 

合計 65百万円 

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額 

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額 

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額 

支払リース料 12百万円 

減価償却費相当額 11百万円 

支払利息相当額 0百万円 

支払リース料 18百万円 

減価償却費相当額 12百万円 

支払リース料 33百万円 

減価償却費相当額 27百万円 

支払利息相当額 2百万円 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 (4) 減価償却費相当額の算定方法 (4) 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。 

同左 同左 

(5) 利息相当額の算定方法 (5) 利息相当額の算定方法 (5) 利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額

相当額との差額を利息相当額とし、各期

への配分方法については利息法によって

おります。 

同左 同左 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年５月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年12月１日 
至 平成19年５月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年11月30日） 

２.           ────── ２. オペレーティング・リース取引 

（貸主側） 

２.            ────── 

  未経過リース料 

１年内 339百万円 

１年超 2,892百万円 

 合計 3,231百万円 

 



（有価証券関係） 

前中間連結会計期間末（平成18年５月31日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

 （注）匿名組合出資には、長期事業目的有価証券が含まれております。 

当中間連結会計期間末（平成19年５月31日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

 （注）「その他」の主なものは、証券投資信託受益証券（取得価額6,877百万円、中間連結貸借対照表計上額9,141百万

円、差額2,263百万円）であります。 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

 （注）匿名組合出資には、長期事業目的有価証券が含まれております。 

種類 取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表計上額 

（百万円） 
差額（百万円） 

(1）株式 4,459 5,427 968 

(2）債券 － － － 

(3）その他 － － － 

合計 4,459 5,427 968 

  中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

(1）関係会社株式 19 

(2）その他有価証券  

  非上場株式 373 

  匿名組合出資 7,502 

種類 取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表計上額 

（百万円） 
差額（百万円） 

(1）株式 898 912 14 

(2）その他 8,151 10,958 2,807 

合計 9,049 11,871 2,821 

  中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

(1）関係会社株式 648 

(2）その他有価証券  

  非上場株式 893 

  匿名組合出資 13,581 



前連結会計年度末（平成18年11月30日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

３．時価評価されていない主な有価証券の内容 

（注）匿名組合出資には、長期事業目的有価証券が含まれております。 

  種類 取得原価（百万円） 
連結貸借対照表計
上額（百万円） 

差額（百万円） 

連結貸借対照表計

上額が取得原価を

超えるもの 

(1) 株式 6,581 6,819 238 

(2) 債券 － － － 

(3）その他 1,331 2,274 943 

小計 7,912 9,093 1,181 

連結貸借対照表計

上額が取得原価を

超えないもの 

(1) 株式 3,083 2,937 △145 

 (2）債券 － － － 

 (3）その他 － － － 

小計  3,083 2,937 △145 

合計 10,995 12,031 1,035 

売却額（百万円） 売却益の合計額（百万円） 売却損の合計額（百万円） 

115 4 13 

  連結貸借対照表計上額（百万円） 

(1) 関係会社株式  5  

(2) その他有価証券   

 非上場株式 373  

匿名組合出資 11,394 



（デリバティブ取引関係） 

前中間連結会計期間末（平成18年５月31日現在） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

 （注）１. 時価は、取引金融機関から提示された価格等に基づいて算定しております。 

２.「契約額等」の欄の（ ）内は、キャップ料の中間連結貸借対照表計上額であります。 

３. ヘッジ会計を適用しているものについては、開示の対象から除いております。 

当中間連結会計期間末（平成19年５月31日現在） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

 （注）１. 時価は、取引金融機関から提示された価格等に基づいて算定しております。 

２.「契約額等」の欄の（ ）内は、キャップ料の中間連結貸借対照表計上額であります。 

 ３. ヘッジ会計を適用しているものについては、開示の対象から除いております。 

前連結会計年度末（平成18年11月30日現在） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益  

 （注）１. 時価は、取引金融機関から提示された価格等に基づいて算定しております。 

２.「契約額等」の欄の（ ）内は、キャップ料の連結貸借対照表計上額であります。 

３. ヘッジ会計を適用しているものについては、開示の対象から除いております。 

次へ 

対象物の種類 取引の種類 
契約額等 
（百万円） 

時価 
（百万円） 

評価損益 
（百万円） 

金利 

金利キャップ取引（買

建） 

14,937 
115 25 

(115) 

金利スワップ取引 15,000 146 146 

合計 29,937 262 171 

対象物の種類 取引の種類 
契約額等 
（百万円） 

時価 
（百万円） 

評価損益 
（百万円） 

金利 

金利キャップ取引（買

建） 

37,787 
341 △85 

(341) 

金利スワップ取引（支

払固定・受取変動） 
15,000 93 63 

合計 52,787 434 △21 

対象物の種類 取引の種類 
契約額等 
（百万円） 

時価 
（百万円） 

評価損益 
（百万円） 

金利 

金利キャップ取引（買

建） 

14,937 
51 △39 

(51) 

金利スワップ取引（支

払固定・受取変動） 
15,000 29 29 

合計 29,937 80 △9 



（ストック・オプション等関係） 

前中間連結会計期間（自 平成17年12月１日 至 平成18年５月31日） 

１．ストック・オプションの内容及び規模 

 当中間連結会計期間において付与したストック・オプションは、以下のとおりであります。 

（注）１. 株式数に換算して記載しております。なお、当中間連結会計期間において、新株予約権者の一部がその新株

予約権を行使することができなくなったため、3個（株）の新株予約権が消滅しております。 

 ２.  付与日以降権利確定日までの間、継続して当社または当社の子会社の取締役、監査役または使用人であるこ

とを要する。 

 ３． 権利行使の条件は以下のとおりです。 

 ① 新株予約権の割当を受けた者は、割当てを受けた日から権利行使時までの間、継続して当社または当社

の子会社の取締役、監査役または使用人であることを要する。但し、任期満了による退任、定年退職そ

の他当社取締役会が認めた場合はこの限りでない。 

 ② 新株予約権の質入れその他一切の処分は認めないものとする。 

 ③ その他の条件については、株主総会及び取締役会決議に基づき、当社と新株予約権者との間で締結する

契約に定めるところによる。 

４． 会社法の施行日以前に付与されたストック・オプションであるため、記載しておりません。  

 
パシフィックマネジメント株式会社 

第３回ストック・オプション  

付与対象者の区分及び人数 

 当社取締役３名、従業員51名、子会

社取締役２名、子会社従業員２名 

合計58名 

ストック・オプションの付与数

（注）１ 
当社普通株式1,024株 

付与日（取締役会決議日） 平成18年２月24日 

権利確定条件 （注）２  

対象勤務期間 
自 平成18年２月24日 

至 平成20年２月24日 

権利行使期間 
自 平成20年２月25日  

至 平成22年２月24日 

権利行使価格（円）  346,553 

権利行使条件 （注）３ 

付与日における公正な評価単価 （注）４ 



（注）１. 株式数に換算して記載しております。 

 ２.  付与日以降権利確定日までの間、継続して当社または当社の子会社の取締役または使用人であることを要す

る。 

  ３． 権利行使の条件は以下のとおりです。 

 ① 当社の議決権付株式を有する株主の過半数から、平成19年10月末日までに書面による同意が得られるこ

とを条件とする。 

 ② 新株予約権の割当を受けた者は、割当てを受けた日から権利行使時までの間、継続して当社または当社

の子会社の取締役または使用人であることを要する。但し、任期満了による退任、定年退職その他当社

取締役会が認めた場合はこの限りでない。 

 ③ 新株予約権の質入れその他一切の処分は認めないものとする。 

 ④ 株主総会及び取締役会決議に基づき、当社と新株予約権者との間で締結する契約に違反しないこと。 

４． 会社法の施行日以前に付与されたストック・オプションであるため、記載しておりません。   

 
株式会社中川工務店 

第２回ストック・オプション  

付与対象者の区分及び人数  当社取締役４名 

ストック・オプションの付与数

（注）１ 
当社普通株式599株 

付与日（取締役会決議日） 平成18年４月27日 

権利確定条件 （注）２  

対象勤務期間 
自 平成18年４月27日から  

至 平成20年４月27日まで 

権利行使期間 
自 平成20年４月28日から  

至 平成25年４月27日まで 

権利行使価格（円）  133,000 

権利行使条件 （注）３ 

付与日における公正な評価単価  （注）４ 



（注）１. 株式数に換算して記載しております。 

 ２.  付与日以降権利確定日までの間、継続して当社または当社の子会社の取締役または使用人であることを要す

る。 

３． 当社株式が証券取引法の定めにより設置される証券取引所において上場された日（以下「上場日」とい

う。）から２年が経過する日までとする。 但し、上場日が平成20年４月28日以前に到来した場合には、平

成20年４月28日から２年が経過する日までとする。行使期間の最終日は平成28年４月27日を超えないものと

する。  

 ４． 権利行使の条件は以下のとおりです。 

 ① 新株予約権の割当を受けた者は、割当てを受けた日から権利行使時までの間、継続して当社または当社

の子会社の取締役または使用人であることを要する。但し、任期満了による退任、定年退職その他当社

取締役会が認めた場合はこの限りでない。  

 ② 新株予約権の質入れその他一切の処分は認めないものとする。  

 ③ 株主総会及び取締役会決議に基づき、当社と新株予約権者との間で締結する契約に違反しないこと。 

５． 会社法の施行日以前に付与されたストック・オプションであるため、記載しておりません。    

２．中間連結財務諸表への影響額 

 会社法の施行日以前に付与されたストック・オプションであるため、中間連結財務諸表への影響額はありません。

 
株式会社中川工務店 

第３回ストック・オプション  

付与対象者の区分及び人数 
 当社取締役４名、従業員37名及び子

会社取締役１名 合計42名 

ストック・オプションの付与数

（注）１ 
当社普通株式100株 

付与日（取締役会決議日） 平成18年４月27日 

権利確定条件 （注）２  

対象勤務期間 （注）３ 

権利行使期間 （注）３ 

権利行使価格（円）  133,000 

権利行使条件 （注）４ 

付与日における公正な評価単価   （注）５ 



当中間連結会計期間（自 平成18年12月１日 至 平成19年５月31日） 

１．ストック・オプションに係る当中間連結会計期間における費用計上額及び科目名 

  販売費及び一般管理費  16百万円 

２．当中間連結会計期間に付与したストック・オプションの内容 

該当事項はありません。 

前連結会計年度（自 平成17年12月１日 至 平成18年11月30日） 

１．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

(1）ストック・オプションの内容 

 

 パシフィックマネジメント
株式会社 

 平成16年11月期 
 第１回新株予約権 

パシフィックマネジメント 
株式会社 

 平成17年11月期  
 第２回新株予約権（い） 

パシフィックマネジメント 
株式会社 

平成17年11月期   
 第２回新株予約権（ろ） 

付与対象者の区分及び数 

当社取締役４名 

当社監査役２名  

当社使用人18名  

子会社取締役１名  

合計25名 

当社取締役５名 

当社使用人37名  

子会社使用人１名 

合計43名 

子会社取締役２名 

子会社使用人２名  

合計４名 

ストック・オプション数 

（注）１ 
普通株式 325株   普通株式 960株   普通株式 33株   

付与日（取締役会決議日）  平成16年２月24日  平成17年４月21日  平成17年８月25日 

権利確定条件  （注）２   （注）２   （注）２ 

対象勤務期間 
自 平成16年２月24日   

至 平成17年２月27日  

自 平成17年４月21日  

至 平成19年２月25日  

自 平成17年８月25日  

至 平成19年２月25日  

権利行使期間 
自 平成17年２月28日 

至 平成19年２月27日  

自 平成19年２月26日  

至 平成21年２月25日   

自 平成19年２月26日 

至 平成21年２月25日 

権利行使条件  （注）３  （注）３  （注）３ 

 

パシフィックマネジメント 
株式会社 

平成18年11月期  
 第３回新株予約権（い）  

パシフィックマネジメント 
株式会社 

 平成18年11月期  
 第３回新株予約権（ろ）  

付与対象者の区分及び数 

当社取締役３名 

当社使用人51名  

子会社取締役１名 

子会社使用人３名 

合計58名 

当社使用人16名 

子会社取締役３名  

子会社使用人３名 

合計22名 

ストック・オプション数 

（注）１ 
普通株式 1,024株   普通株式 415株   

付与日（取締役会決議日）  平成18年３月６日  平成18年11月３日 

権利確定条件   （注）２   （注）２ 

対象勤務期間 
自 平成18年３月６日  

至 平成20年２月24日   

自 平成18年11月３日  

至 平成20年２月24日  

権利行使期間 
自 平成20年２月25日  

至 平成22年２月24日   

自 平成20年２月25日  

至 平成22年２月24日 

権利行使条件  （注）３  （注）３ 



 （注） １．株式数に換算して記載しております。 

２．付与日以降権利確定日までの間、継続して当社又は当社の子会社の取締役、監査役又は使用人である

ことを要する。 

３．権利行使の条件は以下のとおりです。 

  ① 新株予約権の割当を受けた者は、割当てを受けた日から権利行使時までの間、継続して当社又は当

社の子会社の取締役、監査役又は使用人であることを要する。但し、任期満了による退任、定年退

職その他当社取締役会が認めた場合はこの限りでない。 

 ② 新株予約権の質入れその他一切の処分は認めないものとする。 

 ③ その他の条件については、株主総会及び取締役会決議に基づき、当社と新株予約権者との間で締結

する契約に定めるところによる。 

 
株式会社中川工務店 
平成18年11月期 

 第２回新株予約権  

付与対象者の区分及び数 同社取締役４名 

ストック・オプション数 

（注）１ 
普通株式 599株   

付与日（取締役会決議日）  平成18年４月27日 

権利確定条件   （注）２ 

対象勤務期間 
自 平成18年４月27日  

至 平成20年４月27日   

権利行使期間 
自 平成20年４月28日  

至 平成25年４月27日   

権利行使条件  （注）３ 

 （注） １．株式数に換算して記載しております。 

２．付与日以降権利確定日までの間、継続して同社又は同社の子会社の取締役又は使用人であることを要

する。 

３．権利行使の条件は以下のとおりです。 

  ① 同社の議決権株式を有する株主の過半数から、平成19年10月末日までに書面による同意が得られる

ことを条件とする。 

 ②  新株予約権の割当を受けた者は、割当てを受けた日から権利行使時までの間、継続して同社又は同

社の子会社の取締役又は使用人であることを要する。但し、任期満了による退任、定年退職その他当

社取締役会が認めた場合はこの限りでない。 

 ③ 新株予約権の質入れその他一切の処分は認めないものとする。 

 ④ 株主総会及び取締役会決議に基づき、同社と新株予約権者との間で締結する契約に違反しないこと。

 
株式会社中川工務店 
 平成18年11月期  
 第３回新株予約権  

付与対象者の区分及び数 

同社取締役４名 

同社使用人37名 

同社の子会社取締役１名  

合計42名 

ストック・オプション数 

（注）１ 
普通株式 100株   

付与日（取締役会決議日）  平成18年４月27日 

権利確定条件   （注）２ 

対象勤務期間 （注）３ 

権利行使期間  （注）３ 

権利行使条件  （注）４ 



(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況 

 当連結会計年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数については、

株式数に換算して記載しております。 

① ストック・オプションの数 

 （単位：株） 

 （注） １．株式数に換算して記載しております。 

２. 付与日以降権利確定日までの間、継続して同社又は同社の子会社の取締役又は使用人であることを要

する。 

３． 同社株式が証券取引法の定めにより設置される証券取引所において上場された日（以下「上場日」と

いう。）から２年が経過する日までとする。 但し、上場日が平成20年４月28日以前に到来した場合

には、平成20年４月28日から２年が経過する日までとする。行使期間の最終日は平成28年４月27日を

超えないものとする。  

４． 権利行使の条件は以下のとおりです。 

 ① 新株予約権の割当を受けた者は、割当てを受けた日から権利行使時までの間、継続して同社又は同社

の子会社の取締役又は使用人であることを要する。但し、任期満了による退任、定年退職その他当社

取締役会が認めた場合はこの限りでない。  

 ② 新株予約権の質入れその他一切の処分は認めないものとする。  

 ③ 株主総会及び取締役会決議に基づき、同社と新株予約権者との間で締結する契約に違反しないこと。

 

 パシフィックマネジメント
株式会社 

平成16年11月期 
 第１回新株予約権  

 パシフィックマネジメント
株式会社 

平成17年11月期 
 第２回新株予約権（い）  

 パシフィックマネジメント
株式会社 

平成17年11月 
第２回新株予約権（ろ） 

付与日  平成16年２月24日 平成17年４月21日   平成17年８月25日 

権利確定前       

前連結会計年度末未確定残 － 930 33 

付与 － － － 

分割による増加（注） － 1,860 66 

失効 － 51 18 

権利確定 － － － 

当連結会計年度末未確定残 － 2,739 81 

権利確定後        

 前連結会計年度末未行使残 410 － － 

権利確定 － － － 

 分割による増加（注） 820 － － 

 権利行使 90 － － 

失効 － － － 

当連結会計年度末未行使残  1,140 － － 



 

 パシフィックマネジメント
株式会社 

平成18年11月期 
 第３回新株予約権（い）  

 パシフィックマネジメント
株式会社 

平成18年11月期 
第３回新株予約権（ろ）   

付与日   平成18年３月６日   平成18年11月３日 

権利確定前     

前連結会計年度末未確定残 － － 

付与 1,024 415 

分割による増加（注） － － 

失効 33 － 

権利確定 － － 

当連結会計年度末未確定残 991 415 

権利確定後      

 前連結会計年度末未行使残 － － 

権利確定 － － 

 分割による増加（注） － － 

 権利行使 － － 

失効 － － 

当連結会計年度末未行使残  － － 

 （注） 平成17年６月23日開催の取締役会決議により、平成18年１月20日をもって、普通株式1株を３株に分割い

たしました。権利株式数は分割後の株式数で記載しております。 

 
 株式会社中川工務店 

平成18年11月期 
 第２回新株予約権   

 株式会社中川工務店  
平成18年11月期 

第３回新株予約権   

付与日   平成18年４月27日   平成18年４月27日 

権利確定前     

前連結会計年度末未確定残 － － 

付与 599 100 

分割による増加 － － 

失効 － － 

権利確定 － － 

当連結会計年度末未確定残 599 100 

権利確定後      

 前連結会計年度末未行使残 － － 

権利確定 － － 

分割による増加 － － 

権利行使 － － 

失効 － － 

当連結会計年度末未行使残  － － 



② 単価情報 

 （単位：円）

２．ストック・オプションの公正な評価単価の見積方法 

 当連結会計年度において付与されたパシフィックマネジメント株式会社第３回新株予約権（ろ）（平成18年11月３

日）についての公正な評価単価の見積方法は以下のとおりであります。 

① 使用した評価技法    ブラック・ショールズ式 

② 主な基礎数値及び見積方法  

 

パシフィックマネジメント
株式会社 

平成16年11月期 
 第１回新株予約権 

 パシフィックマネジメント
株式会社 

平成17年11月期 
 第２回新株予約権（い） 

 パシフィックマネジメント
株式会社 

平成17年11月期 
第２回新株予約権（ろ） 

権利行使価格 （注） 29,834 120,667 169,628 

権利行使時の平均株価

（注） 
197,961 － － 

付与日における公正な評価

単価 
 －  －  － 

 

 パシフィックマネジメント
株式会社 

平成18年11月期 
 第３回新株予約権（い） 

 パシフィックマネジメント
株式会社 

平成18年11月期 
 第３回新株予約権（ろ） 

権利行使価格（注） 346,553 334,450 

権利行使時の平均株価

（注） 
－ － 

付与日における公正な評価

単価 
 － 110,428 

 （注） 平成17年６月23日開催の取締役会決議により、平成18年１月20日をもって、普通株式1株を３株に分割い

たしました。権利行使価格は分割後の金額で記載、権利行使時の平均株価は、当該分割が期首に行われた

ものとして算出しております。 

 
株式会社中川工務店 
平成18年11月期 

 第２回新株予約権 

株式会社中川工務店  
平成18年11月期 

 第３回新株予約権 

権利行使価格 133,000 133,000 

権利行使時の平均株価 － － 

付与日における公正な評価

単価 
－ － 

  
パシフィックマネジメント株式会社  

 第３回新株予約権（ろ） 

 株価変動性 （注）１ 64.164％  

 予想残存期間 （注）２ ２年３ヵ月  

 予想配当 （注）３ 700円／株  

 無リスク利子率 （注）４ 0.783％  

 （注） １．２年４ヶ月間（平成16年７月から平成18年11月まで）の株価実績に基づき算定しておりま

す。 

２．十分なデータの蓄積がなく、合理的な見積りが困難であるため、権利行使期間の中間点に

おいて行使されるものと推定して見積もっております。 

３．平成17年11月期の配当実績（株式分割考慮後）によっております。 

４．予想残存期間に対応する期間に対応する国債の利回りであります。 



３．ストック・オプションの権利確定数の見積方法  

 基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方式を採用してお

ります。 

４．連結財務諸表への影響額 

ストック・オプション制度による株式報酬費用 2百万円



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成17年12月１日 至 平成18年５月31日） 

当中間連結会計期間（自 平成18年12月１日 至 平成19年５月31日） 

  

 
不動産投資フ

ァンド事業 

（百万円） 

不動産投資コ

ンサルティン

グサービス事

業 

（百万円） 

不動産投資事

業 

（百万円） 

計 

（百万円） 

消去または 

全社 

（百万円） 

連結 

（百万円） 

売上高            

(1）外部顧客に対する売上高 3,206 1,230 34,572 39,009 － 39,009 

(2）セグメント間の内部売上

高または振替高 
3,307 125 － 3,432 (3,432) － 

計 6,513 1,355 34,572 42,441 (3,432) 39,009 

営業費用 1,574 441 29,554 31,571 (708) 30,863 

営業利益 4,938 913 5,018 10,870 (2,724) 8,145 

 
不動産投資フ

ァンド事業 

（百万円） 

不動産投資コ

ンサルティン

グサービス事

業 

（百万円） 

不動産投資事

業 

（百万円） 

計 

（百万円） 

消去または 

全社 

（百万円） 

連結 

（百万円） 

売上高            

(1）外部顧客に対する売上高 4,239 1,755 52,677 58,672 － 58,672 

(2）セグメント間の内部売上

高または振替高 
2,700 151 － 2,852 (2,852) － 

計 6,939 1,907 52,677 61,525 (2,852) 58,672 

営業費用 1,805 674 49,547 52,027 (1,832) 50,195 

営業利益 5,133 1,233 3,130 9,497 (1,020) 8,477 



前連結会計年度（自 平成17年12月１日 至 平成18年11月30日） 

  

 （注）１. 事業区分は、市場の類似性を考慮して区分しております。 

２. 各区分に属する主要な事業内容 

３．「消去または全社」の項目に含めた金額及び主な内容は以下のとおりであります。 

４. 会計処理方法の変更（前連結会計年度） 

 （１）会計処理の変更（役員賞与に関する会計基準）に記載のとおり、役員賞与については、当連結会計年度

より発生時に販売費及び一般管理費として処理する方法に変更しております。この結果、従来の方法に

よった場合と比較して、不動産投資ファンド事業において営業費用が167百万円、不動産投資コンサル

ティングサービス事業において34百万円、不動産投資事業において1百万円、消去又は全社において69

百万円それぞれ増加し、営業利益がそれぞれ同額減少しております。 

 （２）会計処理の変更（ストック・オプション等に関する会計基準）に記載のとおり、当連結会計年度より同

会計基準を適用しております。これによる各セグメントへの影響は軽微であります。  

５. 営業費用の配分方法の変更（当中間連結会計期間） 

    匿名組合損益については、従来「不動産投資ファンド事業」において売上高計上すると共に「消去または

全社」において営業費用計上しておりましたが、営業費用の各セグメントへの配賦を見直した結果、当中間

連結会計期間より、「不動産投資ファンド事業」において売上高計上すると共に「不動産投資事業」におい

て営業費用計上しております。 

 この結果、従来の方法に比べて当中間連結会計期間の営業費用は、「不動産投資事業」において982百万

円増加し、「消去または全社」において同額減少しております。 

 なお、当中間連結会計期間のセグメント情報を、前中間連結会計期間において用いた配分方法により区分

すると次のようになります。 

 
不動産投資フ

ァンド事業 

（百万円） 

不動産投資コ

ンサルティン

グサービス事

業 

（百万円） 

不動産投資事

業 

（百万円） 

計 

（百万円） 

消去または全

社 

（百万円） 

連結 

（百万円） 

Ⅰ 売上高            

(1）外部顧客に対する売上高 9,436 6,041 153,836 169,313 － 169,313 

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
9,102 255 99 9,457 (9,457) － 

計 18,538 6,297 153,935 178,771 (9,457) 169,313 

営業費用 3,859 1,143 144,956 149,959 (2,625) 147,333 

営業利益 14,679 5,153 8,978 28,811 (6,831) 21,980 

  主要な事業内容 

不動産投資ファンド事業 
不動産投資ファンドのアレンジメント業務、マネジメント業務、不動

産投資ファンドへの投資 

不動産投資コンサルティング

サービス事業 
デューデリジェンス、アセットマネジメント 

不動産投資事業 不動産投資（ゴルフ場投資事業を含む） 

 
前中間連結 
会計期間 

 当中間連結 
会計期間 

前連結 
会計年度 

主な内容 

消去または全社の項目

に含めた配賦不能営業

費用の金額（百万円） 

706 962 1,589 
当社の管理部門に係る費用で

あります。 



【所在地別セグメント情報】 

 前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度において、本邦以外の国または地域に所在する

連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。 

【海外売上高】 

 前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度において、海外売上高がないため該当事項はあ

りません。 

 
不動産投資フ

ァンド事業 

（百万円） 

不動産投資コ

ンサルティン

グサービス事

業 

（百万円） 

不動産投資事

業 

（百万円） 

計 

（百万円） 

消去または 

全社 

（百万円） 

連結 

（百万円） 

売上高            

(1）外部顧客に対する売上高 4,239 1,755 52,677 58,672 － 58,672 

(2）セグメント間の内部売上

高または振替高 
2,700 151 － 2,852 (2,852) － 

計 6,939 1,907 52,677 61,525 (2,852) 58,672 

営業費用 1,805 674 48,565 51,045 (849) 50,195 

営業利益 5,133 1,233 4,112 10,479 (2,002) 8,477 



（１株当たり情報） 

（注）１．１株当たり中間（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎 

前中間連結会計期間 

（自 平成17年12月１日 

至 平成18年５月31日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成18年12月１日 

至 平成19年５月31日） 

前連結会計年度 

（自 平成17年12月１日 

至 平成18年11月30日） 

１株当たり純資産額 50,456円60銭

１株当たり中間純利益   6,527円01銭

潜在株式調整後１株当

たり中間純利益 
6,497円01銭

１株当たり純資産額   87,262円05銭

１株当たり中間純利益      6,095円32銭

潜在株式調整後１株当

たり中間純利益 
     6,080円68銭

１株当たり純資産額     61,439円97銭

１株当たり当期純利益    17,479円12銭

潜在株式調整後１株当

たり当期純利益 
   17,404円15銭

 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年12月１日 

至 平成18年５月31日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成18年12月１日 

至 平成19年５月31日） 

前連結会計年度 

（自 平成17年12月１日 

至 平成18年11月30日） 

 １株当たり中間（当期）純利益金額       

 中間（当期）純利益（百万円） 4,087 4,113 10,948 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － － 

普通株式に係る中間（当期）純利益（百

万円） 
4,087 4,113 10,948 

普通株式の期中平均株式数（株） 626,320 674,839 626,357 

潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純

利益金額  
      

 中間（当期）純利益調整額（百万円） － － － 

普通株式増加数（株） 2,892 1,624 2,698 

（うち新株予約権(株)） (2,892) (1,624) (2,698) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり中間（当期）純利益の算定に

含めなかった潜在株式の概要 

 平成18年２月24日 

定時株主総会決議によるス

トック・オプション（新株

予約権） 

普通株式 1,024株 

なお、この他に連結子会社

の有する潜在株式として新

株予約権２種類がある。 

 平成18年２月24日 

定時株主総会決議によるス

トック・オプション（新株

予約権） 

普通株式 1,270株 

なお、この他に連結子会社

の有する潜在株式として新

株予約権２種類がある。 

平成18年２月24日 

定時株主総会決議によるス

トック・オプション（新株

予約権） 

普通株式 1,406株 

なお、この他に連結子会社

の有する潜在株式として新

株予約権２種類がある。 



  ２. 株式分割について 

前中間連結会計期間 

（自 平成17年12月１日 

至 平成18年５月31日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成18年12月１日 

至 平成19年５月31日） 

前連結会計年度 

（自 平成17年12月１日 

至 平成18年11月30日） 

 当社は、平成18年１月20日付で株式１株に

つき３株の株式分割を行っております。 

 当該株式分割が前期首に行われたと仮定し

た場合の１株当たり情報については、以下の

とおりとなっております。 

 ──────  当社は、平成18年１月20日付で株式１株に

つき３株の株式分割を行っております。 

 当該株式分割が前期首に行われたと仮定し

た場合の１株当たり情報については、以下の

とおりとなっています。 

 （前中間連結会計期間） 

１株当たり純資産額 24,017円73銭 

１株当たり中間純利益 4,119円22銭 

潜在株式調整後１株当た

り中間純利益 
4,109円20銭 

    （前連結会計年度） 

１株当たり純資産額  43,830円27銭

１株当たり当期純利益      7,565円59銭

潜在株式調整後１株当た

り当期純利益 
     7,545円79銭

 （前連結会計年度） 

１株当たり純資産額 43,830円27銭 

１株当たり当期純利益 7,565円59銭 

潜在株式調整後１株当た

り当期純利益 
7,545円79銭 

   



（重要な後発事象） 

前中間連結会計期間 

（自 平成17年12月１日 

至 平成18年５月31日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成18年12月１日 

至 平成19年５月31日） 

前連結会計年度 

（自 平成17年12月１日 

至 平成18年11月30日） 

１ 当社子会社のパシフィックスポーツアン

ドリゾーツ株式会社は平成18年７月３

日付で、株式会社福崎東洋ゴルフ倶楽

部のゴルフ事業部門を承継するために

会社分割によって新設されたピーエス

アール福崎株式会社の株式を取得し、

子会社化いたしました。 

(1)  ピーエスアール福崎株式会社の概要 

 ①  主な事業内容 

 ゴルフ場の経営 

 ②  資本金 

 1,000万円 

③  取得する株式数 

 200株（取得価額 26億円） 

 ④ 株主構成  

 パシフィックスポーツアンドリゾ

ーツ株式会社(100%) 

(2)  株式の取得先 

① 商号 

 株式会社福崎東洋ゴルフ倶楽部 

② 代表者 

 代表取締役 高畑幸生 

③ 本店所在地 

 兵庫県神崎郡福崎町西治2110番地

１ 

④ 主な事業内容   

 ゴルフ場の経営他 

 ────── １ 平成19年１月15日開催の取締役会におい

て、公募により新株式を発行すること

を決議したことに基づき、平成19年２

月１日を払込期日として次のとおり新

株式を発行いたしました。 

 （1）募集株式の数  

 普通株式 72,000株 

 （2）発行価額 

 １株につき255,750円 

（3）発行価額の総額 

18,414百万円 

（4）資本組入額 

１株につき127,875円 

（5）資本組入額の総額 

 9,207百万円 

（6) 配当起算日 

 平成18年12月１日 

（7）資金使途 

 当社グループが新規に組成する不動

産投資ファンドの出資金の一部へ充

当する予定であります。 

 



前中間連結会計期間 

（自 平成17年12月１日 

至 平成18年５月31日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成18年12月１日 

至 平成19年５月31日） 

前連結会計年度 

（自 平成17年12月１日 

至 平成18年11月30日） 

２ 当社の子会社であるパシフィック・コマ

ーシャル・インベストメント株式会社

が運用を行う日本コマーシャル投資法

人は、平成18年８月21日付で株式会社

東京証券取引所より投資証券の不動産

投資信託証券市場への上場を承認され

ました。 

 当社グループでは本投資法人とすでに

上場している日本レジデンシャル投資

法人を当社グループが運営管理するコ

アファンドと定義し、グループによる

人材、運用ノウハウ、物件取得等を積

極的に支援することで、安定的な収益

基盤を確立し、ストック型収益のさら

なる拡大を図る方針であります。 

    日本コマーシャル投資法人の概要 

① 執行役員  

   牧野 知弘 

② 監督役員   

 根本 博史、栗林 勉     

③ 設立年月日  

 平成18年２月22日 

④ 登録日    

 平成18年３月22日 

 （登録番号関東財務局長 第53号） 

 ⑤ 上場予定日  

 平成18年９月26日 

        ────── ２ 当社子会社のパシフィックスポーツア

ンドリゾーツ株式会社は、平成19年1月

19日付で、西武鉄道株式会社、株式会社

プリンスホテル及び西武ゴルフ株式会社

（以下西武グループという。）のゴルフ

事業部門を承継するために会社分割によ

って新設する予定であるピーエスアール

武蔵株式会社の株式を取得することを決

定し、当該株式譲渡契約を締結いたしま

した。 

 ピーエスアール武蔵株式会社は、「お

おむらさきゴルフコース」「吉井南陽台

ゴルフコース」「箱根くらかけゴルフ

場」を運営する西武グループが、当該ゴ

ルフ倶楽部の保有・運営にかかる事業を

承継させることを目的として、会社分割

により新設する予定である会社でありま

す。 

 （1）ピーエスアール武蔵株式会社の概要 

 ① 商号 

 ピーエスアール武蔵株式会社 

② 代表者  

 代表取締役社長 香本育良 

③ 本店所在地 

 東京都千代田区永田町二丁目11番

1号 

④ 設立年月日   

 平成19年３月1日 

⑤ 主な事業内容  

 ゴルフ場の経営他 

⑥ 決算期 

 11月末日 

 ⑦ 資本金 

 10百万円 

 ⑧ 発行株式総数 

 282,000株 

⑨  異動後の株主及び所有割合 

 パシフィックスポーツアンドリゾ

ーツ株式会社(100%) 

 (2) 株式取得先の名称等 

商号 西武鉄道株式会社 

本店所在地 
東京都豊島区南池袋一

丁目16番15号 

代表者 
取締役社長 後藤 高

志 

 



前中間連結会計期間 

（自 平成17年12月１日 

至 平成18年５月31日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成18年12月１日 

至 平成19年５月31日） 

前連結会計年度 

（自 平成17年12月１日 

至 平成18年11月30日） 

   

 (3) 取得株式数、取得価額及び取得前後の

所有株式の状況 

 ① 異動前の所有株式数 

 0株（所有割合 0%） 

② 取得株式数 

 282,000株（取得価額14,100百万

円） 

 ③ 異動後の所有株式数 

 282,000株（所有割合 100%） 

(4) 株式引渡し期日  

 平成19年３月１日 

商号 株式会社プリンスホテ

ル 

本店所在地 
東京都豊島区南池袋一

丁目16番15号 

代表者 
取締役社長 渡辺 幸

弘 

商号 西武ゴルフ株式会社 

本店所在地 
東京都豊島区南池袋一

丁目16番15号 

代表者 
取締役社長 大野 俊

幸 



(2）【その他】 

 該当事項はありません。 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

   
前中間会計期間末 

（平成18年5月31日） 
当中間会計期間末 

（平成19年5月31日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成18年11月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）                    

Ⅰ 流動資産                    

１ 現金及び預金   18,352     8,092     15,394    

２ 売掛金   490     354     456    

３ 販売用不動産 ※4,7 265     265     265    

４ 前払費用   222     288     194    

５ 繰延税金資産   272     1,209     2,511    

６ 関係会社短期貸付
金   83,455     102,394     64,360    

７ その他 ※２ 2,357     5,011     3,060    

８ 貸倒引当金   △8     △11     △6    

流動資産合計     105,405 71.4   117,603 65.1   86,235 64.9 

Ⅱ 固定資産                    

１ 有形固定資産 ※１                  

(1）建物   84     76     73    

(2）その他   85     101     80    

有形固定資産合計     169 0.1   178 0.1   154 0.1 

２ 無形固定資産     274 0.2   322 0.2   304 0.2 

３ 投資その他の資産                    

(1）投資有価証券   5,028     12,375     10,972    

(2）関係会社株式   1,192     1,799     1,166    

(3) その他の関係会
社有価証券 

※２ 23,792     15,190     19,978    

(4) 長期事業目的有
価証券 

※2,6 2,166     12,612     7,960    

(5）出資金   160     183     181    

(6) 関係会社長期貸
付金 

  390     14,067     －    

(7）差入敷金保証金   8,777     5,786     5,841    

(8）その他   214     504     168    

(9）貸倒引当金   △0     △34     －    

投資その他の資産
合計     41,723 28.3   62,485 34.6   46,269 34.8 

固定資産合計     42,168 28.6   62,985 34.9   46,728 35.1 

資産合計     147,573 100.0   180,588 100.0   132,963 100.0 

                     
 



   
前中間会計期間末 

（平成18年5月31日） 
当中間会計期間末 

（平成19年5月31日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成18年11月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）                    

Ⅰ 流動負債                    

１ 買掛金   52     25     27    

２ 短期借入金 ※2,9 52,990     70,780     40,875    

３ １年以内返済予定
長期借入金 

※2,9 7,737     6,263     9,851    

４ １年以内償還予定
社債   1,598     1,250     1,300    

５ 未払金   341     447     552    

６ 未払費用   304     459     341    

７ 未払法人税等   2,075     46     6,514    

８ 未払消費税等 ※８  57     15     276    

９ 役員賞与引当金   －     63     193    

10  契約損失引当金   －     －     2,600    

11 その他   614     364     1,460    

流動負債合計     65,770 44.6   79,715 44.1   63,991 48.1 

Ⅱ 固定負債                    

１ 社債   22,550     31,300     21,900    

２ 長期借入金 
※

2,7,9 
21,912     9,743     8,072    

３ 繰延税金負債   286     1,020     292    

４ 役員退職慰労引当
金   191     234     215    

５ 長期預り敷金   8,872     5,492     5,621    

固定負債合計     53,812 36.4   47,792 26.5   36,101 27.2 

負債合計     119,583 81.0   127,507 70.6   100,093 75.3 

                     

（純資産の部）                    

Ⅰ 株主資本                     

１ 資本金     10,042 6.8   19,277 10.7   10,042 7.6 

２ 資本剰余金                    

資本準備金   9,897     19,132     9,897    

資本剰余金合計     9,897 6.7   19,132 10.6   9,897 7.4 

３ 利益剰余金                    

(1）利益準備金   2     2     2    

(2）その他利益剰余
金 

                   

繰越利益剰余金   7,429     13,011     12,288    

利益剰余金合計     7,431 5.1   13,013 7.2   12,290 9.2 

株主資本合計     27,371 18.6   51,423 28.5   32,230 24.2 

                      

 



   
前中間会計期間末 

（平成18年5月31日） 
当中間会計期間末 

（平成19年5月31日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成18年11月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

Ⅱ 評価・換算差額等                     

  その他有価証券評
価差額金 

    618 0.4   1,639 0.9   637 0.5 

評価・換算差額等合
計 

    618 0.4   1,639 0.9   637 0.5 

Ⅲ 新株予約権     － －   19 0.0   2 0.0 

純資産合計     27,990 19.0   53,081 29.4   32,870 24.7 

負債純資産合計     147,573 100.0   180,588 100.0   132,963 100.0 

                     



②【中間損益計算書】 

   
前中間会計期間 

（自 平成17年12月１日 
至 平成18年５月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年12月１日 
至 平成19年５月31日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年11月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高 ※１   6,572 100.0   5,882 100.0   19,697 100.0 

Ⅱ 売上原価     182 2.8   158 2.7   3,176 16.1 

売上総利益     6,390 97.2   5,723 97.3   16,521 83.9 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

    1,668 25.4   2,045 34.8   3,572 18.2 

営業利益     4,722 71.8   3,677 62.5   12,949 65.7 

Ⅳ 営業外収益 ※２   1,512 23.1   1,520 25.9   2,659 13.5 

Ⅴ 営業外費用 ※３   1,288 19.6   2,059 35.0   2,488 12.6 

経常利益     4,946 75.3   3,138 53.4   13,120 66.6 

Ⅵ 特別利益 ※４   133 2.0   0 0.0   143 0.7 

Ⅶ 特別損失 ※５   105 1.6   5 0.1   113 0.5 

税引前中間（当
期）純利益     4,974 75.7   3,133 53.3   13,150 66.8 

法人税、住民税及
び事業税   2,134     1     7,698    

法人税等調整額   △99 2,035 31.0 1,343 1,344 22.9 △2,344 5,353 27.2 

中間（当期）純利
益     2,938 44.7   1,788 30.4   7,796 39.6 

                     



③【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間（自平成17年12月１日 至平成18年５月31日） 

 

株主資本 
評価・換算差額

等 

純資産合計 

資本金 

資本剰余金  利益剰余金 

株主資本合
計 

その他有価証券
評価差額金 

資本準備金  利益準備金 

その他利益剰
余金 

利益剰余金合
計 

繰越利益剰余
金 

平成17年11月30

日残高（百万

円） 

10,041 9,895 2 5,140 5,142 25,079 79 25,158 

中間会計期間中

の変動額 
               

新株の発行 1 1 － － － 2 － 2 

利益処分によ

る配当 
－ － － △438 △438 △438 － △438 

利益処分によ

る役員賞与 
－ － － △210 △210 △210 － △210 

中間純利益 － － － 2,938 2,938 2,938 － 2,938 

株主資本以外

の項目の中間

会計期間中の

変動額（純

額） 

－ － － － － － 539 539 

中間会計期間中

の変動額合計

（百万円） 

1 1 － 2,290 2,290 2,292 539 2,832 

平成18年5月31日 

残高（百万円） 
10,042 9,897 2 7,429 7,431 27,371 618 27,990 



当中間会計期間（自平成18年12月１日 至平成19年５月31日） 

（注）平成19年２月27日の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金  利益剰余金 

株主資本合計 
資本準備金  利益準備金 

その他利益剰余金
利益剰余金合計 

繰越利益剰余金 

平成18年11月30日残高

（百万円） 
10,042 9,897 2 12,288 12,290 32,230 

中間会計期間中の変動

額 
           

新株の発行 9,234 9,234 － － － 18,469 

剰余金の配当（注） － － － △1,064 △1,064 △1,064 

中間純利益 － － － 1,788 1,788 1,788 

株主資本以外の項目

の中間会計期間中の

変動額（純額） 

－ － － － － － 

中間会計期間中の変動

額合計（百万円） 
9,234 9,234 － 723 723 19,193 

平成19年5月31日残高

（百万円） 
19,277 19,132 2 13,011 13,013 51,423 

 

評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計 
その他有価証券 
評価差額金 

平成18年11月30日残高

（百万円） 
637 2 32,870 

中間会計期間中の変動

額 
     

新株の発行 － － 18,469 

剰余金の配当（注） － － △1,064 

中間純利益 － － 1,788 

株主資本以外の項目

の中間会計期間中の

変動額（純額） 

1,001 16 1,017 

中間会計期間中の変動

額合計（百万円） 
1,001 16 20,211 

平成19年5月31日残高

（百万円） 
1,639 19 53,081 



前事業年度の株主資本等変動計算書（自平成17年12月１日 至平成18年11月30日） 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金  利益剰余金 

株主資本合計 
資本準備金  利益準備金 

その他利益剰余金
利益剰余金合計 

繰越利益剰余金 

平成17年11月30日残高

(百万円） 
10,041 9,895 2 5,140 5,142 25,079 

事業年度中の変動額            

新株の発行 1 1 － － － 2 

利益処分による配

当 
－ － － △438 △438 △438 

利益処分による役

員賞与 
－ － － △210 △210 △210 

当期純利益 － － － 7,796 7,796 7,796 

株主資本以外の項目

の事業年度中の変動

額（純額） 

－ － － － － － 

事業年度中の変動額合

計（百万円） 
1 1 － 7,148 7,148 7,150 

平成18年11月30日残高

（百万円） 
10,042 9,897 2 12,288 12,290 32,230 

 

評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計 
 その他有価証券 

評価差額金 

平成17年11月30日残高

（百万円） 
79 － 25,158 

事業年度中の変動額      

新株の発行 － － 2 

利益処分による配

当 
－ － △438 

利益処分による役

員賞与 
－ － △210 

当期純利益 － － 7,796 

株主資本以外の項目

の事業年度中の変動

額（純額） 

558 2 560 

事業年度中の変動額合

計（百万円） 
558 2 7,711 

平成18年11月30日残高

（百万円） 
637 2 32,870 



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

前中間会計期間 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年５月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年12月１日 
至 平成19年５月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年11月30日） 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

(1）有価証券 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

(1）有価証券 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

(1）有価証券 

① 子会社株式及び関連会社株式 

 移動平均法による原価法によってお

ります。 

① 子会社株式及び関連会社株式 

同左 

① 子会社株式及び関連会社株式 

同左 

② その他有価証券 ② その他有価証券 ② その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は、全部純資産直入法により処

理し、売却原価は移動平均法により算定）

によっております。 

時価のあるもの 

同左 

時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は、全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平均法により算

定）によっております。 

時価のないもの 

 移動平均法による原価法によって

おります。 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

(2）たな卸資産 (2）たな卸資産 (2）たな卸資産 

 販売用不動産 

 個別法による原価法によっておりま

す。 

 販売用不動産 

同左 

 販売用不動産 

同左 

２ 固定資産の減価償却の方法 ２ 固定資産の減価償却の方法 ２ 固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産 

 定率法によっております。ただし、建

物（建物附属設備を除く）につきまして

は、定額法によっております。 

(1）有形固定資産 

同左 

(1）有形固定資産 

同左 

 なお、主な耐用年数は次のとおりであ

ります。 

建物 ： ８～50年 

車両運搬具 ： ６年 

工具器具備品 ： ５～20年 

 なお、主な耐用年数は次のとおりであ

ります。 

建物 ： ８～50年 

車両運搬具 ： ６年 

工具器具備品 ： ５～20年 

 なお、主な耐用年数は次のとおりであ

ります。 

建物 ： ８～50年 

車両運搬具 ： ６年 

工具器具備品 ： ５～20年 

(2）無形固定資産 

 自社利用によるソフトウェアについて

は、社内における見込利用可能期間（５

年）に基づく定額法によっております。 

(2）無形固定資産 

同左 

(2）無形固定資産 

同左 

(3）長期前払費用 

 均等償却によっております。 

(3）長期前払費用 

同左 

(3）長期前払費用 

同左 

(4）長期前払消費税等 

 法人税法の規定に基づく、５年間によ

る均等償却によっております。 

(4）長期前払消費税等 

同左 

(4）長期前払消費税等 

同左 

 



前中間会計期間 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年５月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年12月１日 
至 平成19年５月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年11月30日） 

３      ────── 

  

  

３ 繰延資産の処理方法 

(1）株式交付費 

 支出時に全額費用として処理しており

ます。 

 なお、平成19年２月１日に一般募集に

よる新株式発行（72,000株）を、１株当

たりの発行価額255,750円、募集価格

266,750円として行っております。本発

行に係る引受契約においては、発行価額

の総額をもって引受価額の総額とし、引

受手数料は支払わないこととされてお

り、従って株式交付費には本発行に係る

引受手数料は含まれておりません。 

 また、発行価額のうち127,875円を資

本金に、127,875円を資本準備金に組み

入れております。 

(2）社債発行費 

 支出時に全額費用として処理しており

ます。 

３      ────── 

  

  

４ 引当金の計上基準 ４ 引当金の計上基準 ４ 引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 

 債権の貸倒に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については、個別に回収

可能性を考慮の上、回収不能見積額を計

上しております。 

(1）貸倒引当金 

同左 

(1）貸倒引当金 

同左 

(2）    ──────   (2）役員賞与引当金 

 役員の賞与の支給に備えるため、役員

に対する賞与の支給見込額のうち、当中

間会計期間に帰属する額を計上しており

ます。 

 (2）役員賞与引当金 

 役員の賞与の支給に備えるため、役員

に対する賞与の支給見込額のうち、当事

業年度に帰属する額を計上しておりま

す。 

(3）    ──────  (3）    ──────  (3）契約損失引当金 

  売買契約等に基づき将来発生する可能

性のある損失に備えるため、当事業年度

末に必要と見込まれる損失発生見込額を

計上しております。 

(4）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給に備えるた

め、当社の役員退職慰労金支給基準に基

づき中間期末要支給額を計上しておりま

す。 

(4）役員退職慰労引当金 

同左 

(4）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給に備えるため、

当社の役員退職慰労金支給基準に基づき期

末要支給額を計上しております。 

５ リース取引の処理方法 ５ リース取引の処理方法 ５ リース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

 



前中間会計期間 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年５月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年12月１日 
至 平成19年５月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年11月30日） 

６ ヘッジ会計の方法 ６ ヘッジ会計の方法 ６ ヘッジ会計の方法 

(1）ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理を採用しております。ま

た、金利スワップについては特例処理の要

件を満たしている場合には特例処理を採用

しております。 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段・・・金利スワップ取引等 

ヘッジ対象・・・借入金利 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

(3）ヘッジ方針 

 借入金の支払金利に係る金利変動リス

クをヘッジしております。 

(3）ヘッジ方針 

同左 

(3）ヘッジ方針 

同左 

(4）     ──────  (4）ヘッジ有効性評価の方法  

 主としてヘッジ開始時から有効性判定

時点までの期間における、ヘッジ対象の

相場変動又はキャッシュ・フロー変動の

累計とヘッジ手段の相場変動又はキャッ

シュ・フロー変動の累計とを比較し、両

者の変動額等を基礎として有効性を判定

しております。ただし、特例処理の要件

を満たしている金利スワップ等について

は、ヘッジ有効性判定を省略しておりま

す。   

(4）ヘッジ有効性評価の方法  

同左  

７ その他中間財務諸表作成のための基本と

なる重要な事項 

７ その他中間財務諸表作成のための基本と

なる重要な事項 

７ その他財務諸表作成のための基本となる

重要な事項 

(1）消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は税抜処理を採用

しており、控除対象外の消費税等につい

ては、中間会計期間を一事業年度とみな

して算定した税額を発生事業年度の期間

費用としております。ただし、固定資産

に係る控除対象外の消費税等は、法人税

法の規定により５年間で均等償却してお

ります。 

(1）消費税等の会計処理 

同左 

(1）消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は税抜処理を採用

しており、控除対象外の消費税等につい

ては、算定した税額を発生事業年度の期

間費用としております。ただし、固定資

産に係る控除対象外の消費税等は、長期

前払消費税に計上し、５年間で均等償却

しております。 

(2）匿名組合出資のうち投資事業有限責任

組合に類する出資金の会計処理 

 匿名組合出資のうち投資事業有限責任

組合に類する出資金の会計処理は、匿名

組合の純資産及び純損益のうち当社の持

分相当額をそれぞれ有価証券及び収益・

費用として計上しております。 

 なお、匿名組合の純損益の持分相当額

の計上については、「投資有価証券」に

計上する事業目的以外の匿名組合出資に

係る損益は営業外損益に計上し、「その

他の関係会社有価証券」及び「長期事業

目的有価証券」に計上する事業目的の匿

名組合出資に係る損益は売上高に計上し

ております。 

(2）匿名組合出資のうち投資事業有限責任

組合に類する出資金の会計処理 

同左 

(2） 匿名組合出資のうち投資事業有限責

任組合に類する出資金の会計処理 

同左 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前中間会計期間 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年５月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年12月１日 
至 平成19年５月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年11月30日） 

 １ 固定資産の減損に係る会計基準 

 当中間会計期間より、固定資産の減損に

係る会計基準（「固定資産の減損に係る会

計基準の設定に関する意見書」（企業会計

審議会 平成14年８月９日））及び「固定

資産の減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第６号 平成15年

10月31日）を適用しております。これによ

る当中間会計期間の損益に与える影響はあ

りません。 

１      ───── １ 固定資産の減損に係る会計基準 

 当事業年度より、固定資産の減損に係る

会計基準（「固定資産の減損に係る会計基

準の設定に関する意見書」（企業会計審議

会 平成14年８月９日））及び「固定資産

の減損に係る会計基準の適用指針」（企業

会計基準委員会 平成15年10月31日 企業

会計基準適用指針第６号）を適用しており

ます。これによる当事業年度の損益に与え

る影響はありません。  

２      ───── ２      ─────  ２ 役員賞与に関する会計基準 

 従来、役員賞与は株主総会の利益処分案

決議により未処分利益の減少として会計処

理しておりましたが、当事業年度より「役

員賞与に関する会計基準」（企業会計基準

委員会 企業会計基準第４号 平成17年11月

29日）を適用しております。これにより、

営業利益、経常利益及び税引前当期純利益

は,193百万円減少しております。 

３ 貸借対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準 

  当中間会計期間より、「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準」（企業

会計基準第５号 平成17年12月９日）及び

「貸借対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準等の適用指針」（企業会計基準適

用指針第８号 平成17年12月９日）を適用

しております。 

  従来の資本の部の合計に相当する金額は

27,990百万円であります。 

 なお、中間財務諸表等規則の改正によ

り、当中間会計期間における中間貸借対照

表の純資産の部については、改正後の中間

財務諸表等規則により作成しております 

３      ─────  ３ 貸借対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準 

 当事業年度より、「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準」（企業会計

基準委員会 平成17年12月９日 企業会計

基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の

部の表示に関する会計基準等の適用指針」

（企業会計基準委員会 平成17年12月９日 

企業会計基準適用指針第８号）を適用して

おります。 

  従来の「資本の部」の合計に相当する金

額は32,867百万円であります。 

 なお、財務諸表等規則の改正により、当

事業年度における貸借対照表の純資産の部

については、改正後の財務諸表等規則によ

り作成しております。 

 



前中間会計期間 
（自 平成17年12月１日 

至 平成18年５月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年12月１日 
至 平成19年５月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年11月30日） 

４      ───── ４      ─────  ４ ストック・オプション等に関する会計

基準 

  当事業年度より、「ストック・オプシ

ョン等に関する会計基準」（企業会計基

準委員会 平成17年12月27日 企業会計

基準第８号）及び「ストック・オプショ

ン等に関する会計基準の適用指針」（企

業会計基準委員会 平成18年５月31日 

企業会計基準適用指針第11号）を適用し

ております。 

 これにより営業利益、経常利益及び税

引前当期純利益は、２百万円減少してお

ります。  

５      ───── ５      ───── ５ 投資事業組合等への出資に係る会計処理 

  当事業年度より、「投資事業組合に対す

る支配力基準及び影響力基準の適用に関す

る実務上の取扱い」（企業会計基準委員会

平成18年９月８日 実務対応報告第20号）

を適用しております。 

 これによる当事業年度の総資産及び損益

に与える影響はありません。 

  ただし、関連会社の範囲の変更により、

その他の関係会社有価証券は5,919百万円

減少し、長期事業目的有価証券は同額増加

しております。 



表示方法の変更 

前中間会計期間 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年５月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年12月１日 
至 平成19年５月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年11月30日） 

（中間貸借対照表）  

 前中間会計期間まで、旧有限会社法に規定

する有限会社に対する当社持分は、投資そ

の他の資産の「関係会社出資金」に含めて

表示しておりましたが、会社法及び会社法

の施行に伴う関連法律の整備等に関する法

律第２条第２項により、その持分が有価証

券（株式）とみなされることとなったた

め、当中間会計期間より投資その他の資産

の「関係会社株式」に含めて表示しており

ます。なお、当中間会計期間末の「関係会

社株式」に含めた有限会社に対する持分

は、32百万円であります。 

─────  ────── 



追加情報 

前中間会計期間 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年５月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年12月１日 
至 平成19年５月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年11月30日） 

  前中間会計期間末において固定資産に表示

しておりましたマスターリース契約に係る差

入敷金保証金及び流動負債に表示しておりま

したサブリース契約に係る預り敷金について

は重要性が増したことから前事業年度末にお

いて表示区分の検討を行いそれぞれ流動資産

のその他の流動資産及び固定負債の長期預り

敷金として表示しております。 

 従って、前中間会計期間末において前事業

年度末と同じ表示区分を行った場合、差入敷

金保証金及び預り敷金が316百万円及び1,462

百万円大きく、その他の流動資産及び長期預

り敷金がそれぞれ同額小さく表示されており

ます。 

投資事業組合等への出資に係る会計処理 

  前事業年度より適用している「投資事業

組合に対する支配力基準及び影響力基準の

適用に関する実務上の取扱い」（企業会計

基準委員会 平成18年９月８日 実務対応

報告第20号）は、前中間会計期間において

適用しておりません。 

 前中間会計期間と比較して、当中間会計

期間の総資産及び損益に与える影響はあり

ませんが、関連会社の範囲の変更により、

「その他の関係会社有価証券」は9,975百

万円減少し、「長期事業目的有価証券」は

同額増加しております。 

         ───── 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間末 
（平成18年５月31日） 

当中間会計期間末 
（平成19年５月31日） 

前事業年度末 
（平成18年11月30日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

62百万円 88百万円 79百万円 

※２ 担保資産及び担保付債務等 ※２ 担保資産及び担保付債務等 ※２ 担保資産及び担保付債務 

(1) 担保に供している資産 (1) 担保に供している資産 (1) 担保に供している資産 

流動資産（その他） 300百万円 

その他の関係会社有価

証券 

7,907百万円 

合計 8,207百万円 

その他の関係会社有価

証券 

5,390百万円 

長期事業目的有価証券 2,500百万円 

合計 7,890百万円 

その他の関係会社有価

証券 

3,190百万円 

合計 3,190百万円 

(2) 担保に対応する債務 (2) 担保に対応する債務 (2) 担保に対応する債務 

短期借入金 8,190百万円 

合計 8,190百万円 

短期借入金 5,540百万円 

合計 5,540百万円 

短期借入金 2,970百万円 

合計 2,970百万円 

     

(3) 当社は下記の金融機関からの借入金

について子会社の不動産等（簿価合計

70,298百万円）による担保提供を受け

ております。 

   当該担保提供の対応債務金額62,610

百万円のうち48,147百万円について

は、子会社による債務保証も併せて受

けております。 

    なお、上記以外の金融機関からの借

入金のうち、一部金融機関からの借入

金500百万円については、子会社によ

る債務保証を受けております。 

短期借入金 33,620百万円 

１年以内返済予定長期

借入金  

7,287百万円 

長期借入金 21,703百万円  

合計 62,610百万円 

(3) 当社は下記の金融機関からの借入金

について子会社の不動産等（簿価合計

77,226百万円）による担保提供を受け

ております。 

   当該担保提供の対応債務金額65,968

百万円のうち45,584百万円について

は、子会社による債務保証も併せて受

けております。 

    なお、上記以外の金融機関からの借

入金のうち、一部金融機関からの借入

金500百万円については、子会社によ

る債務保証を受けております。 

短期借入金 50,170百万円 

１年以内返済予定長期

借入金  

6,263百万円 

長期借入金 9,535百万円 

合計 65,968百万円 

(3) 当社は下記の金融機関からの借入金

について子会社の不動産等（簿価合計

49,770百万円）による担保提供を受け

ております。 

   当該担保提供の対応債務金額45,590

百万円のうち37,228百万円について

は、子会社による債務保証も併せて受

けております。 

    なお、上記以外の金融機関からの借

入金のうち、一部金融機関からの借入

金410百万円については、子会社によ

る債務保証を受けております。 

短期借入金 28,025百万円 

１年以内返済予定長期

借入金  

9,701百万円 

長期借入金 7,864百万円 

合計 45,590百万円 

 ３ 偶発債務   ３ 偶発債務   ３ 偶発債務 

 下記の子会社の金融機関からの借入金に

対して、次のとおり債務保証を行っており

ます。 

 下記の子会社の金融機関からの借入金に

対して、次のとおり債務保証を行っており

ます。 

 下記の会社の金融機関からの借入金に

対して、次のとおり債務保証を行ってお

ります。  

有限会社パシフィック・プロパティー

ズ・インベストメント   900百万円 

有限会社パシフィック・グロース・リ

アルティ       1,240百万円  

有限会社ソラリス・エンティティ 

            3,090百万円 

パシフィックスポーツアンドリゾーツ

株式会社        5,000百万円 

有限会社オーク・デベロップメント 

             520百万円 

株式会社中川工務店    700百万円 

合計 11,450百万円 

有限会社パシフィック・グロース・リ

アルティ       1,240百万円 

有限会社神戸ＨＬホールディング  

6,500百万円  

パシフィックスポーツアンドリゾーツ

株式会社        15,500百万円 

株式会社中川工務店  2,130百万円 

合計 25,370百万円 

有限会社パシフィック・グロース・リ

アルティ       1,240百万円 

パシフィックスポーツアンドリゾーツ

株式会社            5,000百万円 

株式会社中川工務店   930百万円 

合計 7,170百万円 

 



前中間会計期間末 
（平成18年５月31日） 

当中間会計期間末 
（平成19年５月31日） 

前事業年度末 
（平成18年11月30日） 

※４ 販売用不動産の取得日から当中間会計

期間末までの保有期間別残高内訳は、

以下のとおりであります。 

１年以内 208百万円 

３年超５年以内 56百万円 

合計 265百万円 

※４ 販売用不動産の取得日から当中間会計

期間末までの保有期間別残高内訳は、

以下のとおりであります。 

１年超３年以内 208百万円 

５年超 56百万円 

合計 265百万円 

※４ 販売用不動産の取得日から当事業年度

末までの保有期間別残高内訳は、以下

のとおりであります。 

１年以内 208百万円 

３年超５年以内  56百万円 

合計 265百万円 

 ５ 当社は効率的な資金調達を行うため貸出

コミットメント契約及び当座貸越契約を

締結しております。当中間会計期間末の

借入未実行残高は次のとおりでありま

す。 

 (1) 貸出コミットメント契約 

貸出コミットメント

の総額 

38,600百万円 

借入実行残高 20,350百万円 

差引額 18,250百万円 

 ５ 当社は効率的な資金調達を行うため貸

出コミットメント契約及び当座貸越契約

を締結しております。これらの契約に基

づく当中間会計期間末の借入未実行残高

は次のとおりであります。 

 (1) 貸出コミットメント契約 

貸出コミットメント

の総額 

61,400百万円 

借入実行残高 44,770百万円 

差引額 16,630百万円 

 ５ 当社は効率的な資金調達を行うため貸

出コミットメント契約及び当座貸越契約

を締結しております。これらの契約に基

づく当事業年度末の借入未実行残高は次

のとおりであります。 

 (1) 貸出コミットメント契約 

貸出コミットメント

の総額 

48,200百万円 

借入実行残高 18,340百万円 

差引額 29,860百万円 

 (2) 当座貸越契約 

なお、これらの契約の一部につきまして

は、金融機関ごとに財務制限条項が付さ

れております。（※９） 

当座貸越契約の総

額 

9,740百万円 

借入実行残高 9,740百万円 

  差引額 －百万円 

 (2) 当座貸越契約 

なお、これらの契約の一部につきまして

は、金融機関ごとに財務制限条項が付さ

れております。（※９） 

当座貸越契約の総

額 

5,100百万円 

借入実行残高 5,100百万円 

  差引額 －百万円 

 (2) 当座貸越契約 

なお、これらの契約の一部につきまして

は、金融機関ごとに財務制限条項が付さ

れております。（※９） 

当座貸越契約の総

額 

3,500百万円 

借入実行残高 3,410百万円 

  差引額 90百万円 

 



前中間会計期間末 
（平成18年５月31日） 

当中間会計期間末 
（平成19年５月31日） 

前事業年度末 
（平成18年11月30日） 

 ※６ 長期事業目的有価証券  ※６ 長期事業目的有価証券   ※６ 長期事業目的有価証券  

 子会社及び関連会社の範囲に含まれる

組合その他これらに準ずる事業体を除く

当社及び当社の関係会社が主体的に組成

を行った投資事業組合等への出資（「そ

の他の関係会社有価証券」を除く）のう

ち、転売による売却益の収受及び保有期

間の配当収入の収受を目的とする出資を

事業性の出資金とし、投資対象となった

不動産または当該出資金の長期保有を目

的とした事業性の出資金を投資その他の

資産の「長期事業目的有価証券」に計上

しております。 

 なお、当該出資金に関わる損益は、売

上高として計上しております。 

 同左  同左 

 ※７ 「特別目的会社を活用した不動産の流

動化に係る譲渡人の会計処理に関する実

務指針」（日本公認会計士協会 会計制

度委員会第15号）に準じて、金融取引と

して会計処理いたしました当中間会計期

間末の資産及び負債は下記のとおりであ

ります。 

  

販売用不動産 208百万円 

長期借入金 208百万円 

※７ 「特別目的会社を活用した不動産の流

動化に係る譲渡人の会計処理に関する

実務指針」（日本公認会計士協会 会計

制度委員会第15号）に準じて、金融取

引として会計処理いたしました当中間

会計期間末の資産及び負債は下記のと

おりであります。 

販売用不動産 208百万円 

長期借入金 208百万円 

 ※７ 「特別目的会社を活用した不動産の流

動化に係る譲渡人の会計処理に関する

実務指針」（日本公認会計士協会 会計

制度委員会第15号）に準じて、金融取

引として会計処理いたしました当事業

年度末の資産及び負債は下記のとおり

であります。     

販売用不動産 208百万円 

長期借入金 208百万円 

 ※８ 消費税等の取扱い 

 仮払消費税等及び仮受消費税等は、相

殺のうえ、未払消費税等として表示して

おります。  

 ※８ 消費税等の取扱い 

同左 

 ※８      ───── 

 ※９ 財務制限条項 

 短期借入金及び長期借入金の合計額の

うち32,092百万円には、以下の財務制限

条項が付されており、各条項のいずれか

に抵触した場合には、当該借入金の借入

先に対し該当する借入金額を一括返済す

ることがあります（カッコ内は財務制限

条項の対象となる借入金額。）。 

   なお、複数の財務制限条項が付されて

いる借入金があるため、下記（1）と

（2）の合計は、32,092百万円を超えてお

ります。 

 ※９ 財務制限条項 

 短期借入金及び１年以内返済予定長期

借入金の合計額のうち47,737百万円に

は、以下の財務制限条項が付されてお

り、各条項のいずれかに抵触した場合に

は、当該借入金の借入先に対し該当する

借入金額を一括返済することがあります

（カッコ内は財務制限条項の対象となる

借入金額。）。 

  なお、複数の財務制限条項が付されて

いる借入金があるため、下記（1）と

（2）の合計は、47,737百万円を超えてお

ります。 

※９ 財務制限条項 

 短期借入金及び１年以内返済予定長期

借入金の合計額のうち24,425百万円に

は、以下の財務制限条項が付されてお

り、各条項のいずれかに抵触した場合に

は、当該借入金の借入先に対し該当する

借入金額を一括返済することがあります

（カッコ内は財務制限条項の対象となる

借入金額。）。 

  なお、複数の財務制限条項が付されて

いる借入金があるため、下記（1）と

（2）の合計は、24,425百万円を超えてお

ります。 

 



前中間会計期間末 
（平成18年５月31日） 

当中間会計期間末 
（平成19年５月31日） 

前事業年度末 
（平成18年11月30日） 

 (1) 純資産維持条項 

 ① 各決算期末、各中間決算期末及び各

四半期決算期末において、連結貸借対

照表における従来の資本の部の合計に

相当する金額を、それぞれ直前決算期

末の金額の75％以上に維持すること。

各決算期末及び各中間決算期末におい

て、単体貸借対照表における従来の資

本の部の合計に相当する金額を、それ

ぞれ直前決算期末の金額の75％以上に

維持すること（短期借入金のうち3,47

0百万円）。 

(1) 純資産維持条項 

 ① 各決算期末、各中間決算期末及び各

四半期決算期末において、連結貸借対

照表における従来の資本の部の合計に

相当する金額を、それぞれ直前決算期

末の金額の75％以上に維持すること。

各決算期末及び各中間決算期末におい

て、単体貸借対照表における従来の資

本の部の合計に相当する金額を、それ

ぞれ直前決算期末の金額の75％以上に

維持すること（短期借入金のうち 

3,400百万円）。 

(1) 純資産維持条項 

 ① 各決算期末、各中間決算期末及び各

四半期決算期末において、連結貸借対

照表における従来の資本の部の合計に

相当する金額を、それぞれ直前決算期

末の金額の75％以上に維持すること。

各決算期末及び各中間決算期末におい

て、単体貸借対照表における従来の資

本の部の合計に相当する金額を、それ

ぞれ直前決算期末の金額の75％以上に

維持すること（短期借入金のうち 

3,400百万円）。 

 ②      ─────  ② 各決算期末及び各中間決算期末にお

いて、単体及び連結貸借対照表におけ

る純資産の部の金額から新株予約権、

繰延ヘッジ損益及び連結貸借対照表の

場合には少数株主持分の金額を控除し

た金額を、平成17年11月末日の資本の

部の金額もしくは直前各決算期末の純

資産の部から新株予約権、繰延ヘッジ

損益及び連結貸借対照表の場合には少

数株主持分の金額を控除した金額のい

ずれかの金額の高い方の75％相当額以

上に維持すること（短期借入金のうち

7,160百万円）。 

 ② 各決算期末及び各中間決算期末にお

いて、単体及び連結貸借対照表におけ

る純資産の部の金額から新株予約権、

繰延ヘッジ損益及び連結貸借対照表の

場合には少数株主持分の金額を控除し

た金額を、平成17年11月末日の資本の

部の金額もしくは直前各決算期末の純

資産の部から新株予約権、繰延ヘッジ

損益及び連結貸借対照表の場合には少

数株主持分の金額を控除した金額のい

ずれかの金額の高い方の75％相当額以

上に維持すること（短期借入金のうち

 770百万円）。 

 ③ 各決算期末及び各中間決算期末にお

いて、連結及び単体貸借対照表におけ

る従来の資本の部の合計に相当する金

額を、平成17年11月末日における連結

及び単体貸借対照表における資本の部

のいずれか大きい方の75％の金額以上

にそれぞれ維持すること（短期借入金

のうち1,000百万円）。 

 ③ 各決算期末及び各中間決算期末にお

いて、連結及び単体貸借対照表におけ

る従来の資本の部の合計に相当する金

額を、平成18年11月末日における連結

及び単体貸借対照表における資本の部

のいずれか大きい方の75％の金額以上

にそれぞれ維持すること（短期借入金

のうち1,600百万円）。 

 ③ 各決算期末及び各中間決算期末にお

いて、連結及び単体貸借対照表におけ

る従来の資本の部の合計に相当する金

額を、平成17年11月末日における連結

及び単体貸借対照表における資本の部

のいずれか大きい方の75％の金額以上

にそれぞれ維持すること（短期借入金

のうち1,000百万円）。 

  ④ 各決算期末及び各中間決算期末にお

いて、連結及び単体貸借対照表におけ

る従来の資本の部の合計に相当する金

額を、それぞれ直前の中間期末、決算

期末又は平成17年11月末日における連

結及び単体貸借対照表における資本の

部のいずれか高い方の金額の75％以上

に維持すること（短期借入金のうち 

16,880百万円）。 

④      ─────  ④ 各決算期末及び各中間決算期末にお

いて、連結及び単体貸借対照表におけ

る従来の資本の部の合計に相当する金

額を、それぞれ直前の中間期末、決算

期末又は平成17年11月末日における連

結及び単体貸借対照表における資本の

部のいずれか高い方の金額の75％以上

に維持すること（短期借入金のうち 

14,170百万円）。 

  ⑤     ─────   ⑤ 各決算期末及び各中間決算期末に

おいて、連結及び単体貸借対照表にお

ける純資産の部の金額を、直前の中間

期末、決算期末における連結及び単体

貸借対照表における純資産の部の金額

のいずれか高い方の75％以上に維持す

ること（短期借入金のうち34,210百万

円）。 

⑤      ───── 

 



前中間会計期間末 
（平成18年５月31日） 

当中間会計期間末 
（平成19年５月31日） 

前事業年度末 
（平成18年11月30日） 

 ⑥ 各決算期末及び各中間決算期末にお

いて、連結及び単体貸借対照表にお

ける従来の資本の部の合計に相当す

る金額を、それぞれ直前各決算期末

の金額の60％以上に維持すること 

（１年以内返済予定長期借入金のう

ち1,495百万円、長期借入金のうち

9,247百万円）。 

 ⑥ 各決算期末及び各中間決算期末にお

いて、連結及び単体貸借対照表におけ

る従来の資本の部の合計に相当する金

額を、それぞれ直前各決算期末の金額

の60％以上に維持すること（１年以内

返済予定長期借入金のうち1,367百万

円）。 

  ⑥ 各決算期末及び各中間決算期末に

おいて、連結及び単体貸借対照表にお

ける従来の資本の部の合計に相当する

金額を、それぞれ直前各決算期末の金

額の60％以上に維持すること（１年以

内返済予定長期借入金のうち5,085百

万円）。 

(2) 利益維持条項  

  ① 各決算期末、各中間決算期末及び各

四半期決算期末における連結損益計算

書の経常損益がマイナスにならないこ

と。各決算期末及び各中間決算期末に

おける単体損益計算書の経常損益がマ

イナスにならないこと（短期借入金の

うち3,470百万円）。 

(2) 利益維持条項  

 ① 各決算期末、各中間決算期末及び各

四半期決算期末における連結損益計算

書の経常損益がマイナスにならないこ

と。各決算期末及び各中間決算期末に

おける単体損益計算書の経常損益がマ

イナスにならないこと（短期借入金の

うち3,400百万円）。 

(2) 利益維持条項 

 ① 各決算期末、各中間決算期末及び各

四半期決算期末における連結損益計算

書の経常損益がマイナスにならないこ

と。各決算期末及び各中間決算期末に

おける単体損益計算書の経常損益がマ

イナスにならないこと（短期借入金の

うち3,400百万円）。 

  ② 各決算期末において連結及び単体

損益計算書の経常損益がマイナスにな

らないこと（１年以内返済予定長期借

入金のうち1,495百万円、長期借入金

のうち9,247百万円）。 

 ② 各決算期末において連結及び単体損

益計算書の経常損益がマイナスになら

ないこと（１年以内返済予定長期借入

金のうち1,367百万円）。 

 ② 各決算期末において連結及び単体損

益計算書の経常損益がマイナスになら

ないこと（１年以内返済予定長期借入

金のうち5,085百万円）。 

③ 各決算期末及び中間決算期末におい

て連結及び単体損益計算書の経常損益

がマイナスにならないこと（短期借入

金のうち17,880百万円）。 

 ③ 各決算期末及び中間決算期末におい

て連結及び単体損益計算書の経常損益

がマイナスにならないこと（短期借入

金のうち42,970百万円）。 

 ③ 各決算期末及び中間決算期末におい

て連結及び単体損益計算書の経常損益

がマイナスにならないこと（短期借入

金のうち15,940百万円）。 

10      ────── 10  契約残高 

 当社は、現在開発中又は開発及び購

入予定の不動産について当中間会計期

間末以降に取得・引取する契約を締結

しております。当中間会計期間末以降

の当該契約残高は100,391百万円（う

ち1年超28,831百万円）であります。 

 10  契約残高 

   当社は、現在開発中又は開発予定の不

動産について当事業年度末以降に取得・

引取する契約を締結しております。当事

業年度末以降の当該契約残高は62,056百

万円（うち1年超22,106百万円）であり

ます。 



（中間損益計算書関係） 

次へ 

前中間会計期間 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年５月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年12月１日 
至 平成19年５月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年11月30日） 

※１ 「その他の関係会社有価証券」及び

「長期事業目的有価証券」に係る匿

名組合からの配当損益は、次のとお

りであります。 

その他の関係会社有価

証券 

3,019百万円 

長期事業目的有価証券 125百万円 

 合計 3,144百万円 

※１ 売上高に含めた「その他の関係会社

有価証券」及び「長期事業目的有価証

券」に係る匿名組合からの配当損益

は、次のとおりであります。 

その他の関係会社有価

証券 

953百万円 

長期事業目的有価証券 196百万円 

 合計 1,150百万円 

※１「その他の関係会社有価証券」及び

「長期事業目的有価証券」に係る匿名

組合からの配当損益は、次のとおりで

あります。 

その他の関係会社有価

証券 

7,650百万円 

長期事業目的有価証券 1,006百万円 

 合計 8,657百万円 

※２ 営業外収益の主要項目 ※２ 営業外収益の主要項目 ※２ 営業外収益の主要項目 

受取利息 800百万円 

匿名組合投資利益 499百万円 

受取利息 1,128百万円 受取利息 1,822百万円 

匿名組合投資利益 496百万円 

※３ 営業外費用の主要項目 ※３ 営業外費用の主要項目 ※３ 営業外費用の主要項目 

支払利息 528百万円 

借入事務手数料 506百万円 

社債利息 121百万円 

社債発行費 92百万円 

支払利息 811百万円 

借入事務手数料 659百万円 

社債利息 328百万円 

支払利息 1,301百万円 

借入事務手数料 646百万円 

社債利息 391百万円 

社債発行費 92百万円 

※４ 特別利益の主要項目 ※４      ───── ※４      ───── 

前期損益修正益 118百万円 

関係会社株式売却益 12百万円 

   

※５ 特別損失の主要項目     ※５      ───── ※５      ───── 

投資有価証券売却損 13百万円 

長期事業目的有価証券

清算損 

15百万円 

前期損益修正損 75百万円 

   

 ６ 減価償却実施額  ６ 減価償却実施額  ６ 減価償却実施額 

有形固定資産 14百万円 

無形固定資産 33百万円 

有形固定資産 16百万円 

無形固定資産 44百万円 

有形固定資産 31百万円 

無形固定資産 72百万円 



（中間株主資本等変動計算書関係） 

１．自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  該当事項はありません。 



（リース取引関係） 

（有価証券関係） 

 前中間会計期間末（平成18年５月31日現在）及び当中間会計期間末（平成19年５月31日現在）並びに前事業年度末

（平成18年11月30日現在）における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

前中間会計期間 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年５月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年12月１日 
至 平成19年５月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年11月30日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

 前事業年度よりリース契約１件当たりの

リース料総額が３百万円未満のリース取引

は下記の金額に含めておりません。 

（借主側） 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間会計期間末残高相

当額 

（借主側） 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間会計期間末残高相

当額 

（借主側） 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び事業年度末残高相当額 

 

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

中間会
計期間
末残高
相当額 
(百万円) 

有形固定資産
（その他） 

14 10 3 

 

取得価
額相当
額 
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円)

中間会
計期間
末残高
相当額 
(百万円)

有形固定資産
（その他） 

14 6 7 

 

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

事業年
度末残
高相当
額 
(百万円)

工具器具備品 14 11 2 

２ 未経過リース料中間会計期間末残高相当

額 

２ 未経過リース料中間会計期間末残高相当

額 

２ 未経過リース料事業年度末残高相当額 

１年内 2百万円 

１年超 1百万円 

合計 4百万円 

１年内 3百万円 

１年超 4百万円 

合計 7百万円 

１年内 2百万円 

１年超 0百万円 

合計 2百万円 

３ 支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額 

３ 支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額 

３ 支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額 

支払リース料 1百万円 

減価償却費相当額 1百万円 

支払利息相当額 0百万円 

支払リース料 1百万円 

減価償却費相当額 1百万円 

支払利息相当額 0百万円 

支払リース料 2百万円 

減価償却費相当額 2百万円 

支払利息相当額 0百万円 

４ 減価償却費相当額の算定方法 ４ 減価償却費相当額の算定方法 ４ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっております。 

同左 同左 

５ 利息相当額の算定方法 ５ 利息相当額の算定方法 ５ 利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相

当額との差額を利息相当額とし、各期へ

の配分方法については利息法によってお

ります。 

同左 同左 



（１株当たり情報） 

（注）１．１株当たり中間（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎 

２．株式分割について 

前中間会計期間 

（自 平成17年12月１日 

至 平成18年５月31日） 

当中間会計期間 

（自 平成18年12月１日 

至 平成19年５月31日） 

前事業年度 

（自 平成17年12月１日 

至 平成18年11月30日） 

１株当たり純資産額 44,685円09銭

１株当たり中間純利益 4,691円33銭

潜在株式調整後１株当たり

中間純利益 
4,669円77銭

１株当たり純資産額  75,834円71銭

１株当たり中間純利益    2,650円28銭

潜在株式調整後１株当たり

中間純利益 
    2,643円92銭

１株当たり純資産額    52,471円10銭

１株当たり当期純利益    12,447円71銭

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益 
   12,394円32銭

 
前中間会計期間 

（自 平成17年12月１日 

至 平成18年５月31日） 

当中間会計期間 

（自 平成18年12月１日 

至 平成19年５月31日） 

前事業年度 

（自 平成17年12月１日 

至 平成18年11月30日） 

１株当たり中間（当期）純利益金額       

 中間（当期）純利益（百万円） 2,938 1,788 7,796 

普通株主に帰属しない金額 

（百万円） 
－ － － 

普通株式に係る中間（当期）純利益

（百万円） 
2,938 1,788 7,796 

 普通株式の期中平均株式数（株） 626,320 674,839 626,357 

潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純

利益金額 
      

 中間（当期）純利益調整額（百万円） － － － 

普通株式増加数（株） 2,892 1,624 2,698 

（うち新株予約権(株)） (2,892) (1,624) (2,698) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり中間（当期）純利益の算定に

含めなかった潜在株式の概要 

平成18年２月24日 

定時株主総会決議によるス

トック・オプション（新株

予約権） 

普通株式 1,024株 

平成18年２月24日 

定時株主総会決議によるス

トック・オプション（新株

予約権） 

普通株式 1,270株 

平成18年２月24日 

定時株主総会決議によるス

トック・オプション（新株

予約権） 

普通株式 1,406株 

前中間会計期間 

（自 平成17年12月１日 

至 平成18年５月31日） 

当中間会計期間 

（自 平成18年12月１日 

至 平成19年５月31日） 

前事業年度 

（自 平成17年12月１日 

至 平成18年11月30日） 

 当社は、平成18年１月20日付で株式１株に

つき３株の株式分割を行っております。 

 当該株式分割が前期首に行われたと仮定し

た場合の１株当たり情報については、以下の

とおりとなっております。 

        ──────  当社は、平成18年１月20日付で株式１株に

つき３株の株式分割を行っております。 

 当該株式分割が前期首に行われたと仮定し

た場合の１株当たり情報については、以下の

とおりとなっています。 

 （前中間会計期間） 

１株当たり純資産額 19,998円92銭 

１株当たり中間純利益 2,685円30銭 

潜在株式調整後１株当た

り中間純利益 
2,678円77銭 

    （前事業年度） 

１株当たり純資産額  39,834円44銭

１株当たり当期純利益 5,583円79銭

潜在株式調整後１株当た

り当期純利益 
5,569円17銭

 （前事業年度） 

１株当たり純資産額 39,834円44銭 

１株当たり当期純利益 5,583円79銭 

潜在株式調整後１株当た

り当期純利益 
5,569円17銭 

   



（重要な後発事象） 

前中間会計期間 

（自 平成17年12月１日 

至 平成18年５月31日） 

当中間会計期間 

（自 平成18年12月１日 

至 平成19年５月31日） 

前事業年度 

（自 平成17年12月１日 

至 平成18年11月30日） 

１ 当社子会社のパシフィックスポーツアン

ドリゾーツ株式会社は平成18年７月３日

付で、株式会社福崎東洋ゴルフ倶楽部の

ゴルフ事業部門を承継するために会社分

割によって新設されたピーエスアール福

崎株式会社の株式を取得し、子会社化い

たしました。 

(1)  ピーエスアール福崎株式会社の概要 

 ①  主な事業内容 

 ゴルフ場の経営 

 ②  資本金 

 1,000万円 

③  取得する株式数 

 200株（取得価額 26億円） 

 ④ 株主構成  

 パシフィックスポーツアンドリゾ

ーツ株式会社(100%) 

(2)  株式の取得先 

① 商号 

 株式会社福崎東洋ゴルフ倶楽部 

② 代表者 

 代表取締役 高畑幸生 

③ 本店所在地 

 兵庫県神崎郡福崎町西治2110番地

１ 

④ 主な事業内容   

 ゴルフ場の経営他 

 ────── １ 平成19年１月15日開催の取締役会におい

て、公募により新株式を発行することを

決議したことに基づき、平成19年２月１

日を払込期日として次のとおり新株式を

発行いたしました。 

 （1）募集株式の数  

 普通株式 72,000株 

 （2）発行価額 

 １株につき255,750円 

（3）発行価額の総額 

18,414百万円 

（4）資本組入額 

１株につき127,875円 

（5）資本組入額の総額 

 9,207百万円 

（6) 配当起算日 

 平成18年12月１日 

（7）資金使途 

 当社グループが新規に組成する不動

産投資ファンドの出資金の一部へ充

当する予定であります。 

 



前中間会計期間 

（自 平成17年12月１日 

至 平成18年５月31日） 

当中間会計期間 

（自 平成18年12月１日 

至 平成19年５月31日） 

前事業年度 

（自 平成17年12月１日 

至 平成18年11月30日） 

２ 当社の子会社であるパシフィック・コマ

ーシャル・インベストメント株式会社が

運用を行う日本コマーシャル投資法人

は、平成18年８月21日付で株式会社東京

証券取引所より投資証券の不動産投資信

託証券市場への上場を承認されました。 

 当社グループでは本投資法人とすでに上

場している日本レジデンシャル投資法人

を当社グループが運営管理するコアファ

ンドと定義し、グループによる人材、運

用ノウハウ、物件取得等を積極的に支援

することで、安定的な収益基盤を確立

し、ストック型収益のさらなる拡大を図

る方針であります。 

    日本コマーシャル投資法人の概要 

① 執行役員  

   牧野 知弘 

② 監督役員   

 根本 博史、栗林 勉     

③ 設立年月日  

 平成18年２月22日 

④ 登録日    

 平成18年３月22日 

 （登録番号関東財務局長 第53号） 

 ⑤ 上場予定日  

 平成18年９月26日 

        ────── ２ 当社子会社のパシフィックスポーツアン

ドリゾーツ株式会社は、平成19年1月19

日付で、西武鉄道株式会社、株式会社プ

リンスホテル及び西武ゴルフ株式会社

（以下西武グループという。）のゴルフ

事業部門を承継するために会社分割によ

って新設する予定であるピーエスアール

武蔵株式会社の株式を取得することを決

定し、当該株式譲渡契約を締結いたしま

した。 

 ピーエスアール武蔵株式会社は、「お

おむらさきゴルフコース」「吉井南陽台

ゴルフコース」「箱根くらかけゴルフ

場」を運営する西武グループが、当該ゴ

ルフ倶楽部の保有・運営にかかる事業を

承継させることを目的として、会社分割

により新設する予定である会社でありま

す。 

 （1）ピーエスアール武蔵株式会社の概要 

 ① 商号 

 ピーエスアール武蔵株式会社 

② 代表者  

 代表取締役社長 香本育良 

③ 本店所在地 

 東京都千代田区永田町二丁目11番1

号 

④ 設立年月日   

 平成19年３月1日 

⑤ 主な事業内容  

 ゴルフ場の経営他 

⑥ 決算期 

 11月末日 

 ⑦ 資本金 

 10百万円 

 ⑧ 発行株式総数 

 282,000株 

⑨  異動後の株主及び所有割合 

 パシフィックスポーツアンドリゾ

ーツ株式会社(100%) 

 (2) 株式取得先の名称等 

商号 西武鉄道株式会社 

本店所在地 
東京都豊島区南池袋一

丁目16番15号 

代表者 
取締役社長 後藤 高

志 

 



前中間会計期間 

（自 平成17年12月１日 

至 平成18年５月31日） 

当中間会計期間 

（自 平成18年12月１日 

至 平成19年５月31日） 

前事業年度 

（自 平成17年12月１日 

至 平成18年11月30日） 

   

 (3) 取得株式数、取得価額及び取得前後の

所有株式の状況 

 ① 異動前の所有株式数 

 0株（所有割合 0%） 

② 取得株式数 

 282,000株（取得価額14,100百万円）

 ③ 異動後の所有株式数 

 282,000株（所有割合 100%） 

(4) 株式引渡し期日  

 平成19年３月１日 

商号 株式会社プリンスホテ

ル 

本店所在地 
東京都豊島区南池袋一

丁目16番15号 

代表者 
取締役社長 渡辺 幸

弘 

商号 西武ゴルフ株式会社 

本店所在地 
東京都豊島区南池袋一

丁目16番15号 

代表者 
取締役社長 大野 俊

幸 



(2）【その他】 

 該当事項はありません。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券届出書（一般募集による増資）及びその添付書類 

 平成19年１月15日関東財務局長に提出。 

(2）有価証券届出書の訂正届出書 

 上記（1）の有価証券届出書に係る訂正届出書であります。平成19年１月19日関東財務局長に提出。 

(3）有価証券届出書の訂正届出書 

 上記（1）の有価証券届出書に係る訂正届出書であります。平成19年１月25日関東財務局長に提出。 

(4）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第17期）（自 平成16年12月１日 至 平成17年11月30日）平成19年２月28日関東財務局長に提出。 

(5）発行登録書（普通社債）及びその添付書類 

 平成19年３月16日関東財務局長に提出。 

(6）半期報告書の訂正報告書 

 平成18年８月30日提出の半期報告書に係る訂正報告書であります。平成19年７月12日関東財務局長に提出。 

(7）有価証券報告書の訂正報告書 

 上記（4）の有価証券報告書に係る訂正報告書であります。平成19年７月12日関東財務局長に提出。 

(8）発行登録書の訂正発行登録書 

 上記（5）の発行登録書に係る訂正発行登録書であります。平成19年７月12日関東財務局長に提出。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成18年８月22日

パシフィックマネジメント株式会社    

  取締役会 御中  

  監査法人 トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士   村 山  周 平 印 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士   岸      務 印 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士   鈴 木  吉 彦 印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているパシフ

ィックマネジメント株式会社の平成17年12月１日から平成18年11月30日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成17

年12月１日から平成18年５月31日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算

書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財

務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することに

ある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

  当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、パシフィックマネジメント株式会社及び連結子会社の平成18年５月31日現在の財政状態並びに同日をもって

終了する中間連結会計期間（平成17年12月１日から平成18年５月31日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に

関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途

保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成19年８月27日

パシフィックマネジメント株式会社    

  取締役会 御中  

  監査法人 トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士  大 庭 四 志 次  印 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士  岸       務  印 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士  村 上     淳  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているパシフ

ィックマネジメント株式会社の平成18年12月１日から平成19年11月30日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成18

年12月１日から平成19年５月31日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算

書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財

務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することに

ある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

  当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、パシフィックマネジメント株式会社及び連結子会社の平成19年５月31日現在の財政状態並びに同日をもって

終了する中間連結会計期間（平成18年12月１日から平成19年５月31日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に

関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

  

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が中間連結財務諸表に

添付する形で別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成18年８月22日

パシフィックマネジメント株式会社    

  取締役会 御中  

  監査法人 トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士  村 山  周 平 印 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士  岸      務 印 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士  鈴 木  吉 彦 印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているパシフ

ィックマネジメント株式会社の平成17年12月１日から平成18年11月30日までの第17期事業年度の中間会計期間（平成17年

12月１日から平成18年５月31日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資

本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立

場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、パシフィックマネジメント株式会社の平成18年５月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平

成17年12月１日から平成18年５月31日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途

保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成19年８月27日

パシフィックマネジメント株式会社    

  取締役会 御中  

  監査法人 トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士  大 庭 四 志 次 印 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士  岸       務 印  

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士  村 上      淳 印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているパシフ

ィックマネジメント株式会社の平成18年12月１日から平成19年11月30日までの第18期事業年度の中間会計期間（平成18年

12月１日から平成19年５月31日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資

本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立

場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、パシフィックマネジメント株式会社の平成19年５月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平

成18年12月１日から平成19年５月31日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

  

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が中間財務諸表に添付

する形で別途保管しております。 
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